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要 旨 

2002年1月15日にフンガ・トンガ-フンガ・ハアパイ火山で発生した噴火に伴い，世界各

地で急激な大気圧変化が観測された。日本沿岸では，津波の到達予測時刻より2～3時間早

く，大気波動とほぼ同じ頃に海面変動が観測され始め，気象庁によって津波警報および注

意報が発表された。今回の噴火及びそれに伴う大気波動，津波について調査するため，科

研費の特別促進研究が立案された。本研究では，火山噴火現象の解明，火山性大気波動な

どによる津波発生・伝播メカニズムの解明，津波による我が国沿岸域への影響調査，社会

的影響・社会的側面の調査の４つのテーマについて総合的な研究を実施している。 

 

1. はじめに 

令和 4（2022）年1月15日にトンガ諸島付近のフン

ガ・トンガ-フンガ・ハアパイ火山で噴火が発生，近

隣の島嶼地域では降灰，津波などによる被害が発生

した。この噴火に伴い，世界各地で急激な大気圧変

化が観測され，日本でも噴火の約7時間後に記録され

た。日本沿岸では，津波の到達予測時刻より2～3時

間早く，大気波動とほぼ同じ頃に津波が観測され始

め，鹿児島県や岩手県で1mを超えたため，気象庁に

よって津波警報および注意報が発表された。 

今回の噴火は稀にみる規模であったこと，噴火に

よる大気圧変動と潮位変化が世界中で記録されたこ

とから，1月17日に地震・火山噴火予知研究協議会と

自然災害研究協議会において科学研究費補助金・特

別研究促進費（いわゆる突発災害）の申請の協議を

開始した。1月19日までに，研究代表者(佐竹)及び４

テーマを設定し，各テーマについて参加者を募集し

た。1月24日に「研究計画概要」と「交付の必要性」

を，1月27日には「研究計画調書」を文部科学省へ提

出した。噴火と津波からちょうど１か月の2月15日に

採択が決定し，文部科学省から報道発表がなされた。 

本研究は，４つのテーマからなり，12大学・6研究

機関から，火山学，地震学，超高層物理学，津波工学，

災害情報学などの多岐にわたる分野の研究者23名が

研究分担者として（表1），さらに多くの研究協力者

が参加している（表1）。４つのテーマの主な研究内

容は以下の通りである。 

テーマ１：火山噴火現象の解明 

・多項目観測による浅海火山爆発過程の解明 

・火山噴火による大気波動の励起メカニズムの解明 

・噴火シミュレーション・規模推定 

テーマ２：火山性大気波動などによる全球規模での

津波発生・伝播メカニズムの解明  

・国内外の微気圧観測データの解析による伝播特性

の解明 

・大気波動の海面の進行に伴う先行波の発達・増幅

に関する解析 

・噴火に伴う津波発生メカニズムの解明と火山性津

波の予測手法の開発 

テーマ３：トンガ噴火性津波による我が国沿岸域へ

の影響調査 

・沿岸域での被害実態および生態系への影響の把握 

・観測された津波の外力と被害との関係解明（被害

関数の提案） 

・今後の課題や対応策の整理 

・得られた情報・知見を海外，特に小島嶼開発途上国
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（SIDS）などへの提言と支援 

テーマ４：社会的影響・社会的側面の調査 

・国内の津波警報と住民の対応の調査 

・現地および周辺国における噴火被害の状況につい

ての情報収集 

本研究は，採択の決定と開始が年度末であったこ

ろから，令和3・4年度にわたるものとなった。本発表

では，令和3年度及び4年度の前半までの進捗状況に

ついて報告する。 

 

表1 ４つのテーマの研究分担者 

 

2. 火山現象の解明 （テーマ１） 

 

2.1 噴火の概要 

１月15日に発生したフンガ・トンガ－フンガ・ハ

アパイ火山（フンガ火山）の爆発的噴火は，成層圏を

貫く巨大な噴煙を形成し，大気・海洋・電離圏に全球

規模の擾乱を引き起こした。この噴火により既存の

島の大部分が消滅し，フンガ火山山頂部の地形は大

きく変化した（図  1a）。Tonga Geological Services 

（TGS）等による調査により，地形変化量は6.5 km3

に達すると推定されている。近隣の島々では降灰に

加えて津波による甚大な被害も発生した。この津波

は世界各地で観測された大気ラム波に起因する遠地

津波とは別のメカニズムで発生したと考えられる。 

トンガタプ島では全域で1–2 cmの降灰や数cmの

礫の堆積があったほか，沿岸域では軽石の漂着もあ

った。島西岸では地表状況をもとに津波遡上高が15 

m以上に達したと推定されている（TGS）。ヌクアロ

ファの潮位計では，4:27 UTCに第１波の30 cmの上げ

波が到着した後，5分程度の周期でしだいに増幅し，

4:42頃には最大振幅に達した。フンガ火山山頂を給

源として津波数値計算を行うと，津波は約20分でヌ

クアロファに到着する（図 1b）。したがって潮位計

に記録された津波は，4時UTC過ぎから始まった噴火

の初期段階に発生したイベントに起因した津波と考

えられる。これらの津波について大きく３つのメカ

ニズムが考えられる（前野, 2022）。（1）急激かつ大

きな地形変化。（2）マグマ水蒸気爆発。（3）気圧変

化。このうち（1）は，フンガ火山東麓に敷設された

国内通信用海底ケーブルが4:30頃に断線したこと

（Kentik）や，山体周辺の海底に厚い火砕物の堆積が

確認されたこと（NIWA）から支持されるメカニズム

である。そこで二層流モデルによる津波-土砂移動数

値計算を行ったところ，東側に物質が供給される場

合，6–10分程度で海底ケーブルに達することがわか

った（図 1）。 

テーマ１ 

前野 深 

山本 真行 

鈴木 雄治郎 

 

東京大学地震研究所 

高知工科大学システム工学群 

東京大学地震研究所 

テーマ２ 

西田 究 

綿田 辰吾 

有川 太郎  

田中 健路 

藤井 雄士郎  

近貞 直孝 

山田 真澄  

柿沼 太郎 

西村 裕一 

対馬 弘晃 

 

東京大学地震研究所 

東京大学地震研究所） 

中央大学理工学部 

広島工業大学環境学部 

建築研究所国際地震工学センター 

防災科学技術研究所 

京都大学防災研究所 

鹿児島大学理工学域工学系 

北海道大学大学院理学研究院 

気象庁気象研究所 

テーマ３ 

ｻｯﾊﾟｼｰ ｱﾅﾜｯﾄ 

朝位 孝二 

鴫原 良典 

高川 智博 

佐々木 大輔 

王 宇晨 

 

東北大学災害科学国際研究所 

山口大学大学院創成科学研究科 

防衛大学校システム工学群 

海上・港湾・航空技術研究所 

東北大学災害科学国際研究所 

海洋研究開発機構海域地震火山部門 

テーマ４ 

関谷 直也 

吉本 充宏 

秦 康範 

佐藤 翔輔 

 

東京大学情報学環 

山梨県富士山科学研究所 

山梨大学大学院総合研究部 

東北大学災害国際科学研究所 

 
図-1 (a) 2016年のフンガ火山と2022年噴火によ

る変化の概要。(b) 近傍域の津波シミュレーショ

ン結果（到達時間）と (c) 二層流モデルによる土

砂移動計算結果。星印は推定ケーブル断線地点。 
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この時間スケールは，大量の火砕物が海に流入し

たタイミングを知る上での制約となる。ただしこの

モデルでは断線地点まで物質が流動することは再現

できていない。今後，噴火推移を考慮しつつ，他のメ

カニズムも含めたさらなる検討が必要である。 

 

2.2 噴火推移 

噴火ダイナミクス解明のための基本情報として，

噴火発生時の現象の時系列の把握を進めている。噴

出源から754 km 離れたフィジーの観測点（MSVF） 

に設置された地震計と気圧計のデータを解析した。

大気波動に対する観測点の地動応答を評価し，地震

計と気圧計の振動パワーと比較した結果，地震記録

の大部分は大気波動によるものであるが，その中か

ら顕著な地震波動成分を識別することができた。波

源が噴火点であると仮定して地震波と空振それぞれ

の伝播時間を補正した結果，両者の立ち上がりは一

致することが分かった。また，これらのデータと衛

星可視画像（Himawari-8）を比較した結果，主噴火の

始まりは4:01 UTCであること，ラム波の正圧部分で

噴煙は加速拡大していること，噴火に伴う地震・空

振微動パワーは約30分の周期で連動して変動してい

ることが分かった（図 2）。また，3:30 UTC頃から高

周波の微動が開始している可能性のあることも分か

った。今後，他の観測情報とも比較し，時系列の詳細

を確認していく予定である。 

2.3 波動の励起に関する研究 

火山噴火現象と大気・海洋波動現象をつなげるこ

とを目的とし，テーマ１でも波動の励起に関する研

究・議論を進めている。高知工科大学で運用する差

圧計を用いた微気圧観測網により，フンガ火山から

のラム波，音波，内部重力波が明瞭に捉えられてい

る（図 3）。これらのうちラム波の振幅からは，噴火

のエネルギーが少なくともTNT火薬換算で数十Mtの

規模に達することが推定される。また内部重力波は，

外洋での津波の速度を含む多様な伝播速度で到達し

ていることがわかった。圧縮性を考慮した高解像度

の大気モデルと海洋の津波の方程式を結合させた数

値実験によると，噴火がラム波，音波，内部重力波を

励起し，特に，津波と共鳴する位相速度を持つ内部

重力波が，たとえ気圧振幅は小さくとも長時間・広

範囲にわたり共鳴関係を維持し続けたことで極めて

大きい海面変動を引き起こすことが示唆されている

（図 4）。 

今後，津波や大気波動の観測データの更なる解析

を進めるとともに，噴火源の波動励起メカニズムの

同定を引き続き進める予定である。 

 

 

 

図-3 室戸観測点における気圧変動を周波数フ

ィルターした時系列。0.001-0.01 Hzの成分（下）

の10:40 UTC以降に内部重力波が明瞭に見える 

(Nishikawa et al., 2022)。 

 

図-4 水平鉛直2次元の圧縮性大気方程式と津

波の結合計算の結果（高度40 kmに熱源を与え

た4800秒後）。ラム波（青枠），音波（赤

枠），内部重力波（黒枠）が同時に励起され

分散性のある幅広い速度範囲で伝播し

（上），重力波の波束が津波の後続波を共鳴

的に大振幅で励起している（下）。(Nishikawa 

et al., 2022) 

 

図-2 フィジーの地震計・気圧計データ（IRIS） と

衛星画像 （Himawari-8）から得られた噴火推移。 
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2.4 数値計算にもとづく噴煙の特徴  

フンガ火山噴火では，高度50 kmを超す噴煙柱と半

径200 kmを超す同心円状に拡大する傘型噴煙が人工

衛星によって観測された（Carr et al., 2022）。また，

この噴煙によって揮発した多量の海水が大気へと放

出されたと推定された （Millán et al., 2022）。多量の

海水が関与する爆発的噴火がどのようにして大規模

な噴煙を形成するかについて，噴煙ダイナミクスの

観点から議論することは重要である。 

 フンガ火山の2022年1月15日4:00 UTC頃から始ま

った最も強い噴火について数値計算で再現し，この

噴火の規模や強度，水の混合量を定量化することを

目的とした。ピナツボ火山1991年噴火の噴煙スケー

ルを正しくした3次元流体力学モデル（Suzuki and 

Koyaguchi, 2009）を用い，大規模シミュレーションを

実施した。気象研究所より提供を受けた気象再解析

データを用い，水平方向には一様な大気条件を初期

条件として与えた。温度1233K・火山ガス質量分率

0.04のマグマ物質と海水が混合したものを噴出物質

とし，マッハ数1〜2で火口から噴出する場合を想定

した。マグマ物質・海水の混合比，噴出率，噴火継続

時間を変えた計算を行い，噴煙最高高度・傘型噴煙

高度・傘型噴煙半径の観測データと一致する条件を

探索した。 

数値計算の結果，噴煙高度50 km・傘型噴煙半径200 

kmを超える大規模噴煙を再現した（図5）。噴煙と大

気密度は高度30 km程度で釣り合い，密度中立点とな

った。上昇の勢いの強い噴煙は密度中立点を抜け，

高度50–60 kmまで達し運動量を失った。傘型噴煙は

密度中立点を中心に成層圏内で拡大した。パラメー

タスタディの結果，噴出率が109 kg/sのオーダーで，

噴火継続時間は〜1000秒，噴煙に占める混合海水は

〜10%であることが推測された。今後，数値計算結果

と観測データをより精緻に比較することで，噴火規

模・強度・海水寄与率を定量化する予定である。 

2.5 類事例との比較 

フンガ噴火で大規模な噴煙が形成され地形が大き

く変化した点や，大気・海洋波動によりグローバル

な変動現象が発生した点は，インドネシアのクラカ

タウ火山1883年噴火やフィリピンのピナツボ火山

1991年噴火と類似する。噴煙高度とマグマ噴出量は

それぞれクラカタウで40−43 kmと約9 km3，ピナツボ

で35−40 kmと5−6 km3と推定されており，どちらも噴

火規模はVEI 6である。ただし，マグマ組成はフンガ

火山がやや苦鉄質であるのに対し，クラカタウやピ

ナツボでは珪長質（デイサイト質）という大きな違

いがある。 

大気中に放出された二酸化硫黄はフンガ噴火の40

万トン程度 （NASA, 2022） に対し，クラカタウと

ピナツボではそれぞれおよそ4400万トン，2000万ト

ンと推定されており （Harvey et al., 2020），後者２

ケースでは二酸化硫黄に起因する硫酸エアロゾルに

より寒冷化が引き起こされた。フンガ火山噴火では

２桁低い値であり，気候への影響は限定的と考えら

れる。 

大規模噴火は一般に珪長質マグマによって引き起

こされると考えられがちだが，フンガ噴火のように，

浅海環境ではやや苦鉄質なマグマであっても珪長質

マグマによる大規模噴火のような高高度の噴煙を生

じる可能性があることは特筆すべきことであり，防

災上も注意を払う必要がある。このような噴火が起

こる条件は，他の沈み込み帯の活火山でも十分に整

う可能性があるが，マグマと海水との接触・混合様

式と噴煙の規模や爆発性との関係など多くの未解明

の問題がある。フンガ火山噴火で出現した現象の解

明は，日本列島を含め海域火山を多く有する島弧地

域において重要な課題であり，今後さらに研究を進

めていく必要がある。 

 

 

図-5  フンガ火山噴火の噴煙3次元シミュレーション。火口を含む東西断面における噴火開始後2950秒後の噴出

物質質量分率の分布を示す。 
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3. 火山性大気波動による全球規模での津波

発生・伝播メカニズムの解明 （テーマ２） 

 

フンガ火山噴火後に顕著な津波が観測された

（Imamura et al., 2022; 石峯，2022; Kakinuma, 2022; 

柿沼, 2022; Kubo et al., 2022;田中ら, 2022; 田中・石丸, 

2022; 德田ら, 2022; Wang et al., 2022b; Yamada et al., 

2022; 山田, 2022a,b; 綿田, 2022a）。その到達時刻は

通常の津波より早く，最大波高が第一波から遅れて

（日本付近では3-5時間後）到達し，継続時間が通常

の津波よりも長く，海域経由では到達できない地中

海や大西洋で観測された，等の特徴があった。その

ため，防災上も大きな問題を投げかけた。過去の類

似の事例としては，1883年のクラカタウ火山噴火時

に，大気圧変動が津波を引き起こしたことが知られ

ている。19世紀ではあったが，噴火時に顕著な大気

波動が世界各地で観測された事から，大気重力波と

海面の共振で発生した可能性が指摘されていた

（Press and Harkrider,1966; 綿田, 2022b）。今回の大

気圧変動や津波は，世界中のGNSS，微気圧計や潮位

計・海底圧力計で記録されている。テーマ２では，こ

れらのデータを収集して解析し，火山噴火による大

気圏の挙動と津波の励起・伝播メカニズムを解明す

る。津波の励起・伝播メカニズムの解明は，今後同様

の現象が発生した場合にどの程度の津波が発生する

のかを即時的に把握するためにも重要である。 

2022年1月15日，フンガ・トンガ－フンガ・ハアパ

イ火山の噴火に伴い，世界に展開された大気圧観測

網が顕著な気圧の増加を観測した （e.g., Matoza et al., 

2022; 西田, 2022）。これは，大気ラム波と呼ばれる

大気境界波の一種である。この波は火山噴火時に励

起され, 約300 m/sの速度で全球規模に伝播し,その後

数日に渡って地球を周回した（図6）。さらに，世界

の海底に展開された水圧観測網が，地球規模で伝播

する津波を明瞭に観測した（図7）。 

 
図-6  縦軸はフンガ火山からの距離（角度），横軸は

2022年1月15日  4:30 UTC からの経過時間 （秒）。微

気圧計記録に周期100秒から10000秒のバンドパスフィ

ル タ をかけた 。  Central and Eastern US Network, 

Caribbean USGS Network, Geoscope, IRIS IDA, IRIS 

USGS のデータを使用した。 

 

図-7  ラム波の伝播に伴う津波発生の数値計算波形と

観測波形の比較。A は大気圧観測波形の時系列，  B

は海底圧力観測波形の時系列。灰色線は観測波形を，

赤線はシミュレーション結果による波形である。各波形の

右横にあるアルファベット，数字は観測点の名前を示し

ている。Kubota et al. (2022) プレスリリースの図より引用。 

 

今回の噴火による津波には２つの大きな特徴があ

った （Kubota et al., 2022）。１つ目は，第一波が，

火山を波源として予想される津波到達時刻よりも数

時間ほど早く到達した点である。この津波の第一波

は，観測された大気ラム波とともに伝播しており，

太平洋における平均的な津波の伝播速度 （200〜220 

m/s）より有意に速く伝播した。２つ目は，津波の継

続時間が数日と，通常の地震に比べて非常に長い点

である。これらの特徴を理解するために，数値シミ

ュレーションを実施した（Kubota et al., 2022）。 

シミュレーションでは，まず世界各地で観測され

た大気圧データを基に，ラム波が火山から300 m/sで

伝播すると仮定してラム波の伝播シミュレーション

を実施し，大気圧変化を計算した（図7A）。続いて，

気圧変化による津波の発生・伝播シミュレーション

を実施し，津波による海底における水圧変化を計算

した（図7B）。 

世界の海底水圧観測網について，シミュレーショ

ンにより計算された波形を実際の観測記録と比較し

たところ，計算波形はラム波の速度（300m/s）で伝播

する第一波部分をよく再現した（図7B）。移動する

気圧の波と津波の伝播速度が近い値となるとき，伝

播距離の増大に伴って海面変動の振幅が大きくなる

「共振現象」（「プラウドマン効果」とも呼ばれる）

が起こることが知られている。第一波は伝播と共に

増大していないことから典型的な共振現象とはいえ

ず，むしろ大気ラム波による海面の強制振動として

引き起こされたことを示唆している。 

励起メカニズムについて模式図を図8に示す。大気

中では，約300 m/sの速度でラム波が伝播する。海面

では，ラム波が海水を強制的に押し出すことにより，

ラム波と同じ速度で海面の隆起の波が伝播する （図
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8中[1]の波）。続いて，津波の速度（約200～220 m/s）

で伝播する波が到来する（図中[2]の波）。噴火に伴

うカルデラの陥没の空間スケールは半径2km程度と

小さく，単独で長波長の津波を効率的には励起する

事は難しい。そのために，後続波の励起には大きく

分けて３つの要因が考えられる。１つめとしては第

一波として伝わる隆起の波の体積を保存するために

生じる沈降の波，２つめは大気重力波（約200-250m/s）

と津波の共振 （プラウドマン効果） によって生じ

る波，３つめは噴火に伴う火山付近での海底地形変

化により生じる津波である（Kubota et al., 2022）。今

回観測された津波の全貌を理解するためには，これ

らの要因を今後詳細に検討することが重要である。 

 

図-8 トンガ火山からの津波の発生と伝播の模式図。

Kubota et al. (2022) プレスリリースの図より引用。 

 

今回観測された津波の継続時間が数日と長かった 

特徴を理解するためには，大気-海洋のカップリング

を考えることが重要となる。図6で示したように，大

気ラム波は数日程度の継続時間を持つ。定性的には，

大気側から継続的に津波へエネルギーを運んでいる

ことが，長い津波の継続時間の要因だと考えられる。

防災上も津波の継続時間は重要な情報であるため，

今後詳細な検討が必要である。 

日本付近の海底水圧計データを詳細に解析したと

ころ，この津波の振幅は この津波は，水深が浅いほ

ど大気ラム波と津波の結合が弱くなるため，海岸に

近づくと振幅が小さくなるということがわかった

（Kubo et al., 2022; Yamada et al., 2022）。津波の第一

波は日本に近づき大陸棚斜面を伝播する際に分裂し，

伝播速度の遅い海洋重力波の速度で伝播した。その

ため，海岸で観測される津波の第一波は，ラム波が

通過してから数千秒遅れて到来することとなった。 

今回のフンガ・トンガ－フンガ・ハアパイ火山の

噴火では，地球規模で伝播する津波が発生した。こ

のような大気波動起源の津波は，始めて現代のデジ

タル記録システムで観測され，多くの知見をもたら

した。防災上も，今後津波警報システムにおいて考

慮されるべきものであると考えられる(近貞, 2022）。

より具体的には，火山から遠く離れた場所の津波の

最大振幅を即時的に予測するためには，大気圧観測

データなどを利用して大気重力波の励起量を高い精

度で即時的に見積もることが重要となろう。 

 

4．水産被害 （テーマ３） 

 

今回の津波が発生した1月はカキ，ホタテ，ホヤ，

早ワカメ等の収穫の時期であった。津波が日本に来

襲したのは15日の夜間（日本時間）であったが，被害

の実態が把握できたのは16日であり，報道機関が記

事として取り上げることができたのは17日以降であ

った。漁船の被災の有無は海上から容易に判断でき

るものの，養殖施設はその大部分が海中に沈んでい

るため迅速な被害把握は困難である。また，漁師が

作業を始めることが可能になったのは津波注意報が

解除された後であったことが，被害の把握に時間が

かかった理由である。国内の水産被害としては，高

知県をはじめとする５つの県で沿岸漁業の漁船の転

覆・沈没等37隻の被害があり，徳島県をはじめ７つ

の県で漁具・養殖施設等の被害が報告された

（Imamura et al., 2022）。これまで，津波による水産

被害は1960年チリ津波，2010年チリ津波，2011年東

北地方太平洋沖地震津波などで報告されているが，

これらは地震によって発生した長周期の津波による

ものである。これらの被害分析から，漁船では高さ

1mまたは流速1 m/s 以上になると被害が出始め

（Suppasri et al., 2014），養殖施設では流速 1 m/s 以

上になると，最高水位に関係なく被害が出始めるこ

とが分かっている（Suppasri et al., 2018）。しかしな

がら，今回のような火山噴火による非地震性でかつ

地震性津波に比べて短周期の津波によって漁業施設

が被災した事例はこれまでなかった。このように，

従来とは異なる特長の津波がもたらす水産被害を明

らかにするため，ヒアリング調査，アンケート調査，

数値解析を行い，今後の適切な対策を検討すること

が本テーマの目的である。 

 

4.1 ヒアリング調査 

被災した地域での養殖施設の方式や，水産被害に関

する詳しい情報を収集するため，2022年7月20-22日

の間に漁協，漁師に対してのヒアリング調査を行っ

た。調査のスケジュールは20日に宮古漁協と三陸や

まだ漁協，21日に大船渡漁協末崎支所，22日に松島

湾での漁師と牡鹿半島での漁師を訪問した。そして，

いかだ式，延縄式の養殖施設の構造や寸法，施設を

係留するためのロープやアンカー等の設置方法につ

いて情報を得た。三陸地方では平常時または高波・

高潮のときでも養殖施設が耐えられる必要があり，

重いアンカーで移動されないように工夫している。
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2010年チリ津波の際は漂流・移動した養殖施設があ

ったが，今回は，係留位置がずれたり，養殖物をぶら

下げているロープが絡まったり，水産物同士が衝突

する被害がほとんどであることがわかった。これは，

津波の周期の違いによるものではないかと思われる。

特に被害が多かった山田湾と大船渡湾は湾の入口に

被害が集中しており，狭い場所で流速が大きくなっ

たことにより被害が出たことが考えられる。一方，

松島湾では三陸地方に比べて緩やかな波かつ水深が

浅いため簡単な杭で固定している。そのため，一つ

の杭が倒れると連鎖的に被害が発生した。なお，今

回ヒアリング調査に協力頂いた漁協では，今般の漁

業被害に係る共済金の受け取りはなかったとのこと

である。漁業共済制度に関しては，東日本大震災後

の制度改正を受けて，共済金の支払要件が厳しくな

っており，必ずしも十分な補償を受けることができ

ない場合もあり得るとの指摘があった。今後，制度

設計の更なる精査が必要になるものと考えられる。 

4.2 アンケート調査 

インターネットによるアンケート調査では，定量

的アプローチによる仮説の検証を行った。調査票は，

被害の状況，リスク認識，緊急対応，復旧，津波によ

る漁業被害のリスクが高い開発途上国への国際協力

等に関する21問（本調査時）から構成されており，対

象者は，調査会社に登録されたモニターの中から業

種を「漁業関連」「水産加工・サービス業関連」に限

定して抽出し，サンプルサイズは200とした。 

 

4.3 今後の予定 

アンケート調査及びヒアリング調査によって得ら

れた結果を用いてリスク認識，事前準備，緊急対応，

復旧を中心に定量的及び定性的に詳しく分析してい

く。これらと平行してデータ同化（Wang et al., 2022a）

あるいはair-waterカプリングモデルを用いて，津波を

再現し，水産被害データと照らし合わせて，津波外

力と被害の特徴を調べる。また，短周期の津波によ

る水産被害のメカニズムの詳細を明らかにするため

に，ヒアリング調査より得られた養殖施設の構造や

係留方法を再現した漂流物モデルを用いて解析する

予定である。 

 

5．社会的影響・社会的側面の調査（テーマ4） 

 

本節では，気象庁等でまとめられた議論を踏まえ

つつトンガ諸島の火山噴火による潮位変化以降の情

報に関する議論と避難に関するポイント，奄美大島

における事例調査，今後の予定について論じる。 

 

5.1 トンガ諸島の火山噴火による潮位変化以降の

情報に関する改善 

2022 年 1 月 15 日トンガ諸島の火山噴火による潮

位変化に際しては，太平洋沿岸の広い範囲に津波警

報や津波注意報が発表された。この潮位変化は，地

震に伴い発生する通常の津波とは異なるが，防災上

の観点から津波警報の仕組みを使って防災対応が呼

びかけられた。2022 年 5 月，気象庁では「火山噴火

等による潮位変化に関する情報のあり方検討会」が

設置され，噴煙高度約 15,000m 以上の大規模噴火が

観測された場合に「津波発生の可能性」を発表する

こと，火山噴火による地形変化や気圧波に伴う津波

や潮位変化など海外の潮位観測点で警報・注意報の

発表基準を超えた場合に地震による津波と同様に

「津波警報・注意報」の枠組みで情報を出していく

こと，また適宜「遠地地震に関する情報」を活用した

情報発信を行うことが確認された（気象庁，2022）。 

なお，気象庁の同検討会では，今回の潮位変化を

教訓として，次のパターンが検討された（図 11）。 

 

図-9 研究メンバー＠三陸やまだ漁協 

 

図-10 山田湾でのいかだ式の養殖施設 
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図-11 火山噴火や地震に起因する潮位変化に関する現象

（気象庁，2022） 

これは現象面から，従来の近地地震，遠地地震に

加えて，火山性津波（海底地すべり，島嶼部の火山活

動による山体崩壊，海底噴火など）を加味し，<1>リ

ードタイムが短く，日本陸地での揺れがある現象，

<2>リードタイムが短く，日本陸地での揺れがない現

象，<3>リードタイムが長く，日本陸地での揺れがな

い現象という３パターンに分類された。 

今回の潮位変化を踏まえれば，上記で検討はなさ

れなかったが避難行動に関し，二つポイントがある。 

第一に揺れのない地震，夜間の地震という避難率

が低くとどまった要因である。①遠地津波ならでは

の問題として揺れがないので避難しない人が多かっ

たこと，②深夜の津波情報で避難しなければならな

かったこと，などが避難に与えた要因として課題で

あった。これは揺れが比較的小さいアウターライズ

に伴う津波と共通する課題である。 

第二に「津波注意報」をどう伝えるかという課題

である。大津波警報の発表時には「最大クラスの津

波により浸水が想定される地域を対象とする」，津

波警報の発表時には「海岸堤防等が無い又は海岸堤

防等が低いため，高さ３ｍの津波によって浸水が想

定される地域を対象とする」とされている。一方，津

波注意報の発表時には「漁業従事者，沿岸の港湾施

設等で仕事に従事する者，海水浴客等を念頭に，海

岸堤防等より海側の地域を対象とする」となってお

り，基本的に堤外にいる人によびかけることとなっ

ている。だが東北地方太平洋沖地震の余震での津波

注意報や 2019 年 6 月の山形県沖地震での津波注意報

などでも，どの地域の人まで逃げればよいかが住民

や自治体に理解されておらず，混乱を生んでいる。 

 そのため消防庁の調査によれば（内閣府・消防庁，

2022），警報が発表された自治体（25自治体）では，

警報を伝達したのは100％（25自治体），避難指示を

発したのは84.0％（21自治体）である。一方，津波注

意報が発表された自治体（353自治体）では，注意報

を伝達したのは89.5％（316自治体），避難指示を発

したのは15.9％（56自治体）にとどまっている。注意

報ほど，情報の発出は低調であり，各市町村で判断

が分かれた。 

 これは上述の通り，「注意報」ならではの課題とも

いえ，今後調査を基に検討する予定である。 

 

5.2 事例調査―奄美市，大和村の事例 

2022年1月15日13時頃にフンガ・トンガ－フンガ・

ハアパイ火山で発生した噴火によって，同日23時55

分に鹿児島県奄美市にある奄美市名瀬小湊で1.2mの

潮位変化が観測され，翌16日0時15分には気象庁から

津波警報が岩手県沿岸部ならびに奄美群島，トカラ

列島に発表され，北海道から鹿児島県の太平洋沿岸

や沖縄県などに津波注意報が発表された。それにと

もない，各沿岸部の自治体は避難情報を発表した。

我々は，事例調査として，避難指示が発せられた奄

美市総務課，大和村総務課に対して3月24日にヒアリ

ング調査を行った。以下はその要旨である。 

（１）噴火直後 

奄美市ならびに大和村のいずれも，噴火のことは

担当者がニュースで認識したが，その後，特に情報

収集は行っていない。鹿児島県から若干の海面変動

に関する津波予報の発表を確認した程度であった。

そのため，津波警報発表までの間，危機対応は行わ

れていない。 

（２）津波警報発表後 

気象庁からの津波警報は，Jアラートの自動放送で

発表が覚知された。奄美市においては，16日0時18分

に災害対策本部が設置され，市内全域に避難指示が

発表，エリアメールなどを通じて高台への避難が呼

びかけられた。その後も繰り返し，防災行政無線か

ら高台への避難の広報がなされた（0時40分，2時40

分，3時5分）。一方の大和村においても0時25分に災

害対策本部が設置され，消防団員によって避難の呼

びかけがなされた。その後，村内全域を対象とした

避難指示が発表，避難の継続の呼びかけが防災行政

無線を通じて複数回（2時30分，3時27分，5時7分），

行われた。 

なお，この間に気象台などから自治体への情報提

供はなく，テレビニュースが自治体の主たる情報手

段であった。一方で，報道機関からの取材依頼は非

常に多く，電話が鳴りやまない状況であった。 

夜が明け，7時30分に津波警報から津波注意報へと

引き下げられると，奄美市，大和村いずれも避難指

示を解除した。大和村においては，全消防団員に対

しても解除の連絡が行われた。ただし，この解除に

ついてはいずれの自治体も判断に迷いがあったこと

が明らかとなった。津波注意報に引き下げられたこ

とで，避難指示を解除しても良いのか，安全になっ

たと捉えられかねないとの懸念である。奄美市では，
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「海に入らないように」と注意するように心がけた

という。その後，14時には津波注意報も解除された。 

奄美市，大和村はいずれも津波警報をトリガーと

して全域に対して避難指示が発表され，その解除の

タイミングに関しては迷いが生じていた。 

（3）住民の反応 

では，実際の住民の反応がどうであったか。 

特筆すべきは大和村である。各集落の消防団や自

主防災組織を通じで避難状況の確認が行われたが，

960名の避難が確認されたという（1月15日時点での

人口は1,429名）。指定されていない避難場所への避

難者もいたとの話であるが，深夜にもかかわらず，

多くの避難が行われた。その要因として，村では，普

段から年１回の避難訓練を行うなど，地域ぐるみで

防災意識の向上を企図してきたことが大きいという。

奄美大島は台風の常襲地帯であることから，村内集

落ごとに指定避難場所を設置し，ほとんどの集落で

自主防災組織がある。これらが有効に働き，多くの

人が避難場所や高台へと避難したとされる。 

一方，奄美市では車の渋滞が多くのニュースにお

いて取り上げられたように，高台を目指して，多く

の人が車で避難を行った。高台として，奄美市大浜

海浜公園／ループ橋（高齢者施設・奄美佳南園）／あ

かさき公園／春日団地／東ケ丘団地／陸上自衛隊奄

美駐屯地があり，これらに向かう車で渋滞した一方

で，少し高い所にあった大島支庁には60人程度しか

避難していなかった。とにかく，高い所へ，少しでも

速く避難を企図した結果であろうと考えられる。 

なお総じて，住民の避難行動のきっかけとしては，

近所の人の声かけ，自治会や消防・警察の呼びかけ，

また，防災行政無線が繰り返し流れたこと，東日本

大震災時の津波の映像を思い出したこと，奄美がテ

レビにずっと映り，テレビニュースで「高台へ逃げ

ろ」とでていたこと，1.2ｍの津波がすでに奄美市名

瀬小湊に到達していたことなどがあげられた。また，

これらの避難について，夜間で家族が一緒にいたた

めに即座に避難を決断できたこと，人手があったか

ら高台において，避難誘導ができたという声も聞か

れた（奄美市東ケ丘団地）。 

（４）課題 

今後の課題として，高齢者の避難，避難先でのト

イレ，住民がハザードマップを確認していないこと

（奄美市は2021年に全戸配布を行った）などの防災

意識の向上，職員による避難誘導の方法，呼びかけ

の対象地域や範囲（大和村は「全域」にだすと決めて

いた），観光客向けの情報提供などがあげられた。 

 

5.3 今後の予定 

 テーマ 4 は，①国内の津波警報と住民の対応の調

査と，②現地および周辺国における噴火被害の状況

についての情報収集の二つをテーマとしている。 

後者は，新型コロナウイルス感染症拡大の関係で，

現地調査の実施を見極めている段階にある。この現

地調査実施の可否が見極められたのちに，沿岸自治

体への調査票調査，住民調査の規模・対象を確定さ

せ，調査を実施する予定である。 
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On January 15th, 2022, at approximately 4:47 pm
local time (0347 UTC), several weeks of heightened
activity at Hunga volcano culminated in an 11-hour
long violent eruption, 65 km northwest of the main
populated island of Tongatapu in the Kingdom of
Tonga (Fig. 1). Hunga is often referred to by the
names of two small islands Hunga-Tonga and Hunga
Ha’apai that are located on the submarine caldera’s
northern rim (Cronin et al., 2017), During the first 45
minutes of this eruption, a massive atmospheric
pressure wave and a series of tsunamis were
generated and observed around the world (Carvajal
et al., 2022, Lynett et al., 2022).

2022年1月15日、現地時間午後4時47分（0347 UTC）
頃、フンガ火山の数週間にわたる活発な活動は、トン
ガ王国の主要人口島トンガタプの北西65kmで11時間に
わたる激しい噴火に至った（図1）。フンガは、海底カ
ルデラの北縁に位置する2つの小島フンガ・トンガとフ
ンガ・ハアパイの名前で呼ばれることが多く（Cronin
et al., 2017）、この噴火の最初の45分間は、大規模な
大気圧波と一連の津波が発生し世界中で観測された
（Carvajal et al, 2022, Lynett et al, 2022）。
(DeepLによる翻訳）



Summary data plots of maximum tsunami height for Tongatapu and ‘Eua (left) 
and Ha’apai islands (right). HTHH = Hunga Tonga – Hunga Ha’apai Volcano
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video taken by TGS, 2022.01.19



Tongatapu island



Eruption, 2022.01.14 video taken by TGS, 2022.01.14



Tsunami arrival 
situation at Tongatapu



数値シミュレーションではど
うか
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Calculation conditions
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Topography
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2022年8月13日 撮影
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Calculation conditions

• Sea-level rise

𝐻

𝑅

𝑅 : distance from the burst center [m]

sine curve

𝐻 : Maximum rise [m]

𝑅 = 5000m,𝐻 = 45m



Calculation conditions

• Atmospheric pressure fluctuations

𝐿 = ൞

𝐿1 − 𝐿0
𝑃1 − 𝑃0

𝛥𝑃 − 𝑃0 + 𝐿0, 𝐿 ≤ 𝐿1

𝐿1, 𝐿 > 𝐿1

𝐿0 = 2 ቚ𝑅
𝛥𝑃=𝑃0

, 𝐿1 = 𝑉𝑇

𝐿 : wavelength,   𝑉 : velocity,  𝑇 :  period

𝑃0 = 500hPa, 𝑃1 = 2hPa
𝑇 = 600s, 𝑉 = 310m/s

𝑉

𝑃 sine curve



Result Domain1



Result Domain3
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Result

4:15 (UTC) is set as the start time.



Survey Point from Prof. Cronin



●Surveys     ●Calculation     ●cell height

Runup [m] Runup [m]

Based on our site visit, this difference was largely 
due to the effect of splashing by the impact of 
the bore after wave breaking.



Breaking （Kuji fishery port）

taken by a residence 

2011, Great East Japan Earthquake Tsunami



●Surveys     ●Calculation     ●cell height

Runup [m]



Shore line 12m

Here



●Surveys     ●Calculation     ●cell height

Runup [m]





𝑅 = 5km,𝐻 = 45m



How should tsunami countermeasures be 
implemented on Tongatapu Island?



Tsunami sensitivity analysis

Area Size   ( x × y × z ) Grid size [m]

1 960×1200 450

2 680×500 90

3 1740×1140 30

4 1020×510 10

Calculation Conditions

Area 1 Area 2 Area 3 Area 4

・Calculation Time : 7200s

・DT=AUTO(0.001~0.1s)



Tsunami sensitivity analysis

①30m

②60m

③90m

𝐻

𝑅=5000m

𝑅 : distance from the burst center [m]

𝐻 : Maximum rise [m]

Wave Source

H=

In this inundation simulation, the wave source from the eruption is 

given by sin wave concentrically from the position of the volcano.



Tsunami sensitivity analysis
Comparison

●:30m ●:60m ●:90m :obs.

(m)

(s)



Tsunami sensitivity analysis

①no seawall
②current seawall height(2.5m)
③seawall raised by 0.5m(3.0m)
④ seawall raised by 1.0m(3.5m) 

— : seawallArea 4

Seawall

FR=fringing reef, R=revetment, W=Wharf, C=channel, 

MR=mangrove removal, and M= mangroves, 

RRF=rocky reef flats, and B=breakwater

a

b c

a

b

c

http://ccprojects.gsd.spc.int/wp-
content/uploads/2021/03/Coastal-protection-along-the-north-
coast-of-Tongatapu-Tonga_-CPS_20_140_Report-1_Rev1.pdf

FR

FR

FR

R

R

R

W

R

FRWW

Vuna

Wharf

Queen Salote Wharf

R RR
RBB B

C

M

MR

MR
M

M

RRF



Tsunami sensitivity analysis

distance from the burst center : 30m

Arrival time of the first wave
Ex) R=30m

no seawall
→ 30m_no}

Case name : R_seawall

30m_+1.0m30m_+0.5m

30m_no 30m_current

(S)



Location left center right

Evacuation Center 6 locations 8 locations 1 location

Number of Grid 367×162 356×324 281×238

Evacuation simulations

Calculation Condition
Grid Interval 10m

Time Step Interval 10.0 s

Calculation Time 7200 s

Evacuation Start Time 0s,1400s,3000s,3300s,3600s,5400s

Evacuation Speed 1.0 m/s (initial velocity)

Number of Evacuees 5000 (random placement)

Tsunami Avoidance On

right

left

center●
●

●
●

●

●

●

●

●

●

●

11 Evacuation shelters : 
School : 8/11

City hall : 1/11
Hill : 2/11

Multi-agent based evacuation simulation (Arikawa and Oie, 2015)



CenterLeft

H=30mDiscussion
horizontal axis : Evacuation start time(s)

vertical axis : Percentage of affected people(%)

(%) 

(s)

(%) 

(s)

right

left
center

30m_+0.5



Evacuation Behavior
日本の避難行動は以下を参照

Imamura, F., Suppasri, A., Arikawa, T., Koshimura, S., Satake, K., & Tanioka, Y. (2022). Preliminary 
Observations and Impact in Japan of the Tsunami Caused by the Tonga Volcanic Eruption on 
January 15, 2022. Pure and Applied Geophysics, 179(5), 1549-1560. 
https://doi.org/10.1007/s00024-022-03058-0



Issue of tsunami 
warning

Major fishery damage along the coast of Japan



Evacuation behavior in Japan

• Amami Islands
• In terms of the evacuation ratio, approximately 960 out of 1,400 people in 

Yamato Village evacuated, and most of those in Setouchi Town evacuated, 
including vertical evacuation to the 2nd and 3rd floors. In Amami City, 
government staff commented that the line of cars trapped in traffic started 
at 24:18 JST, 3 minutes after the warning was issued. This is proof that the 
evacuation started not only because of the evacuation order of the local 
government but also because of the JMA tsunami warning. We also found 
that quite a few people returned home after the alarm was cancelled.

• There was a traffic jam that did not move for approximately one hour in 
Amami City

• Otsuchi Town
• In Otsuchi Town, on the other hand, the evacuation rate was about 4%.



Evacuation behavior in 
Tongatapu
• Three people died

• From the interview with TGS, Tongans 
were aware that earthquakes and 
volcanoes can cause tsunamis, and they 
evacuated when they saw the signs of 
nature, rather than relying on alerts.

• In fact, on the west side of the coast, when 
the restaurant owner saw the sea change, 
he shouted to the people in the surrounding 
houses to run, and they evacuated inland!

• There were witnesses on the north side 
who saw the tsunami and began to 
evacuate.



The relation between the Intensity of the shaking and 
evacuation rate in the 2011 Tohoku Earthquake 

Data :archives for reconstruction support, http://fukkou.csis.u-tokyo.ac.jp/



Relation between seismic intensity and evacuation rate within 10 minutes in Turkey, 
Japan and Chile



Difference between country's preparation for tsunami disaster prevention and 
response to tsunami evacuation

Protective 
facilities

Warning system Tsunami education

Japan ◎ ◎（within 3 min） ◎

Chile × ○（after 2010） ◎

Turkey × ×（the Med） ×

Japan・・・Waiting for information and do not depend on alert only. As a result, 
they do not evacuate until the limitation of their feeling
Chile・・・If the earthquake shakes, they run away quickly（do not depend on alert）
Turkey・・They evacuate properly against the earthquake. On the other hand, they 
do not recall the tsunami even strong earthquakes is occurred. As a result, after 
they see the tsunami, they would run away

Therefore, while it is important to enhance education and warnings, it is clear 
that visualization of the tsunami is important for immediate evacuation.



Case of the eruption tsunami in Tonga, 2022

• Visibility is important to the Tongan people. In other words, it is important to realize fear

• In the case of Japan, the height of the seawalls changed the resulting evacuation situation

• It suggests that "people did not evacuate because they felt safe that the tsunami would not 
inundate the area.“ (Height of seawall, Otsuchi 12m, Amami Islands less than 3m)

Protective 
facilities

Warning system Tsunami 
education

Natural warning 
sign

Case

Japan ◎ ◎（within 3 
min）

◎ 2011, 
2022(tonga)

Chile × ○（after 2010） ◎ Seismic intensity 2015

Turkey × ×（the Med） × 2017

Tonga × △(within 10 -
15min)

〇 eruption 2022



Conclusions

• トンガの被災の様子を示した。高いところでは20m近く遡上していることがわか
る。また、トンガタプ島に来襲した津波の様子を示した。

• 津波のシミュレーション結果から、現状の堤防高さを50㎝程度かさ上げすること
で、今次津波の被害をおおよそ防ぐことができる。これは火山性津波の波長が
比較的に短いことにも起因する

• 避難の様子は、日本では奄美大島と大槌町で異なり、奄美大島では、かなり多
くの人が警報後即時避難した。一方で大槌町ではほとんど避難しなかった

• トンガにおいては、海の変化の様子を見た人が避難を率先した。火山により津
波が生じることは知っていた。

• これらのことから、堤防の高さが安心感を助長しているという可能性が高く、今
後のトンガの堤防の在り方や、日本における避難の在り方を議論することが重
要であると考えられるものの、



Tsunami Boulder in Tongatapu

Photos

Video Thank you for your attention



 

 

 

 

トンガの噴火により四国沿岸で発生した漁船被害等に関する調査 

【令和3年度 自然災害研究協議会突発災害調査報告】 
 

 

田中 健路*・上本 琢人*・村上 太一*・鈴木 悠太*・石丸 克弥*・朝位 孝二** 
 

 

* 広島工業大学環境学部地球環境学科 
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要 旨 

2022年1月15日にトンガで発生した火山噴火により、火山性気象津波と見られる顕著な

潮位変化が世界各地で観測された。日本国内では、四国太平洋岸を中心に漁船の転覆・沈

没・流失被害が発生した。著者らは、漁船の被害が発生した、高知県・徳島県の各漁港を

調査し、被災した漁船の停泊位置や当時の対応状況について情報を収集した。被災した漁

船の停泊位置は、漁港の開口部および中央付近で、平常時の槍付け係留されていた漁船の

うちの一部であった。10分程度の周期で湾内での海水の出入りにより局所的に渦を伴う早

い流れが生じ、係留ロープの破断や船舶の転覆に至ったと見られる。 

 

 

1. はじめに 

2022年1月15日13時15分頃(日本時間)、南太平洋の

トンガのフンガ・トンガ―フンガ・ハアパイ火山で

大規模噴火が発生した。この噴火に伴い、ラム波を

はじめとする大気波動が全球的に伝播し、日本にお

いても、2hPa前後の気圧変動が観測された。気圧変

動と連動するように、日本の太平洋岸では、当初の

津波到達予想時刻より3時間前後早く、第1波に対応

する潮位変化が見られた(気象庁, 2022)。その後、

数時間かけて徐々に波高が増幅し、局所的に1mを超

える顕著な潮位変化となった。大気側を伝播する気

圧波が強制力として作用することで発生した、津波

周期帯を持つ海洋長波と見られることから、今事例

に お け る 潮 位 変 化 は 、 火 山 性 気 象 津 波

(Volcano-Meteorological Tsunami)(Lowe and Lange, 

2000)の一種と見られる。日本に到達した火山性気象

津波によるものと見られる潮位変化により、高知

県・徳島県の太平洋岸を中心に38隻の漁船の転覆・

流失等の被害が発生した。 

今事例に関する火山噴火過程、大気波動や火山性

気象津波の伝播など一連のメカニズムの全容解明に

向けた調査研究が行われ、様々な知見が取得されつ

つある（佐竹ら, 2022）。著者らは、漁船の当時の

停泊位置や被害状況を把握することを目的とし、今

事例における被害発生後の2022年1月末に四国沿岸

を対象として初動調査を行い、以後2回追加で現地調

査を行った。本稿では、現地調査における住民から

の証言や調査時に取得された被災した船舶の状況に

ついて報告するとともに、四国沿岸での潮位観測状

況および漁港内の流動場に関する数値実験を行い、

現地調査結果の整合性を検証した。 

 

2. 調査概要 

 今事例に関して、漁船等の被害が発生して以降、8

月末までに3回にわたり、現地調査を行った。今回調

査を実施した漁港の位置を図-1に示す。初回の初動

調査は、広島工業大学・田中1名のみで行い、1月29-30

の2日間の日程で各漁港を訪問し、当時の状況につい 

 

図-1 今回の調査対象地点 
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てヒヤリング調査を行った。2回目の調査では6月7-8

日の期間で行われ、佐喜浜漁港でのヒヤリング調査

および室戸市役所における行政側の対応について資

料収集を行った。8月23-24日の3回目の調査では、各

漁港を訪問し、岸壁の形状や水深測定を行った。 

 

3. 各漁港での状況 

3.1 宍喰漁港(徳島県海陽町) 

徳島県宍喰漁港の概況を図-2に示す。住民が目撃

した情報によれば、15日22:00頃は漁港内では大きな

海面の揺れが見られなかったが、23:30頃には潮位変

化が大きく、漁港内で渦を巻いていた。漁港の中は

大きく揺れたものの、漁港のすぐ北に隣接する宍喰

川は漁港で見られる静かであった。押し波と引き波

の間の間隔が10分前後で繰り返され、これまで経験

した地震による津波の時の海面の変化とは異なる。

16日0:46頃に海陽町で防災無線での注意喚起放送(2

回目)があり、1:00過ぎ頃に最大波が到達。引き潮の

時間帯と重なったこともあり、開口部付近は橋の上

から海底が見えるまで海面が下がり、漁港内の水が

茶色く濁った。夜が明けても海面の揺れが続いてい

た。 

宍喰漁港では、湾奥で漁船が2隻沈没し、1隻の船

のマストが折れる被害が発生した。宍喰大橋の南東

側の岸壁に停泊していた漁船2隻の係留ロープが切 

 

 

図-2 宍喰漁港の漁船被害の概要 

 

 

写真-1 宍喰漁港で漂流した漁船の損傷状況 

 

れ、流失。1隻は近隣の砂浜で発見されたが、もう1

隻が漁港から約3km北東側の乳の崎まで漂流した。1

月末の調査において、解体前の漁船が1隻引き揚げら

れて静置されていた(写真-1)。 

 

3.2 甲浦漁港（高知県東洋町） 

 甲浦漁港では、1隻の漁船転覆被害が確認されてい

る。被災した漁船の停泊位置を図-3に示す。2又に分

かれる分岐点付近の岸壁に槍付け係留されていた漁

船が転覆し，対岸側付近に漂流している様子が翌朝

上空を飛行したNHKの取材ヘリ(NHK, 2022)によっ

て確認されている。当時目撃した漁協関係者による

と、1月15日20時過ぎから少しずつ海面が揺れ始め、

16日0:00過ぎると揺れが大きくなったと証言してい

る。転覆した漁船が引き上げられていたが，他の船

体などとの衝突や船体と海底面との摩擦による損傷

は見られなかった。 

 

 

図-3 甲浦漁港での被害概要 

 

3.3 佐喜浜漁港（高知県室戸市） 

 佐喜浜漁港では、１カ所の漁港では最多となる8

隻の漁船被害が発生した。漁港内の漁船の概況を図

-4に、室戸市の対応と漁民の証言を時系列として整

理した内容を表-1に示す。高知県沿岸に津波注意報

が発表される前から、湾内の海面昇降と海水の流動

に伴い、船のぶつかる音がしはじめ、津波注意報が 

 

 

図-4 佐喜浜漁港の被害概況 
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表-1 佐喜浜漁港に関連する当時の状況 

日時 気象庁の情報・市の対応・漁民証言 

1/15 13:15 

19:03 

  

1/16 0:00 

 

    0:15 

 

0:20 

 

0:30頃 

 

 

0:55 

 

1:10 

 

2:10 

 

 

 

3:00 

4:30 

 

7:00 

 

 

 

 

 

9:00 

 

 

 

9:30 

 

13:10 

 

13:33 

 

14:00 

・噴火発生 

・太平洋沿岸に津波予報（若干の海面変

動）を発表 

・漁港付近の住民が船のぶつかる音を聞

いた（漁民証言） 

・津波注意報発表(トンガ沖海底火山噴火

の影響による) 

・漁船が流される，転覆する光景を見る．

（漁民証言）動画を撮影 

・自動製氷庫付近に停泊していた19t級の

漁船の係留ロープが破断し漂流しかけ

る。（漁民証言） 

・佐喜浜住民から佐喜浜漁港で船が流さ

れていると消防へ連絡あり。 

・佐喜浜住民より、佐喜浜漁港の船が流

され、沈んでいるものもあると通報。 

・防災対策課職員、佐喜浜港で現地確認。 

目視で3隻沈没。地元住民の話では他に

も沈んでいるとの話だったが確認でき

ないとのこと 

・室戸市長現場確認 

・市長と防災課長協議の結果、7：00よ

り関係課長と協議を行うことを決定  

・市担当者らによる協議：三津・岬・高

岡では被害なし、行当より西は調査中。

佐喜浜で5隻の転覆・沈没を目視確認。

港外への流出もある。 

・防災無線で津波注意報に関する注意喚

起放送を実施。 

・ 市担当者らによる協議：佐喜浜以外

での被害が発生していないことを確認。 

以後、防災対策課2名で対応することを

確認。 

・防災無線で津波注意報に関する注意喚

起放送を実施。 

・漁協から室戸土木事務所に佐喜浜の行

方不明5隻と電話連絡。 

・高知地方気象台より電話。14:00に津波

注意報解除予定。 

・津波注意報解除 

・Lアラート入力 無線放送実施 災害

配備体制解除 

 

発表された直後の1月16日0:20～0:30頃にかけて、船

が漂流し、他の漁船と衝突、転覆する様子が目撃さ

れている。 

写真-2, 写真-3は現地漁民が撮影した動画からキ

ャプチャしたものである。気象庁が1月15日19時3分

に発表した津波予報の段階では，若干の海面変動が

発生する可能性であったことから，漁港内では船首

を岸壁に向けて係留する槍付け係留がされていた。

写真-2では、一番手前の漁船は槍付け係留されたま

まであるものの、それ以外の3隻は、船首が岸壁側を

向いていなかったり、岸壁から離れていたりしてお

り、ロープの破断により漂流している様子が伺える。

写真-3は、開口部側に停泊していた2t-級の漁船（漁

船A）のロープが破断し、押し波と共に漁港奥側へと

漂流し、船首が小型の漁船Bの左舷後方に衝突する瞬

間である。漁船Bの船体が右側に転倒し始めている様

子が伺える。漁港内で転覆・沈没で発見された5隻の

漁船は、構内奥の中央付近に集中していた（例えば

写真-4）。 明け方になり、漁船が１隻沖に漂流し 

 

 

写真-2 漁港内で漂流する漁船(高知県漁連副会長植

元氏提供) 

 

 

写真-3 漁船Aが漁船Bに衝突する様子(高知県漁連副

会長植元氏提供) 

 

 

写真-4 漁港内の転覆・沈没状況(白矢印の船)、(高知

県漁連副会長植元氏提供) 
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たことが分かり、ドローンで捜索し発見されるなど、

計8隻が損傷被害を受けた。 

また、自動製氷機付近に停泊していた19t-級の漁船

2隻の係留ロープが破断したが、状況に気づいた船員

が、離岸する前に漁船に乗り込み操舵したことで、

漂流を逃れることができた。発見が遅れて操舵不能

となったとしたら、より多くの構内に停泊していた

漁船と衝突し、被害が拡大した可能性が考えられる。 

 

 

3.4 宇佐漁港（高知県土佐市） 

 宇佐漁港では2隻の船舶被害が発生したが、うち1

隻はマリーナに停泊中の小型船，もう一隻が漁港の

３箇所の船溜まりのうち、中央の船溜まりの開口部

付近に停泊していた漁船である。 

宇佐漁港は前面に位置する沿岸州の東西両端から

導流堤や一文字堤が設置されており、外海からの長

波が両側から進入する構造となっている(図-5)-。一

文字堤の南側は浦ノ内湾と接続しており、浦ノ内湾

の反射波の一部が漁港側に進入しうる。そのため、

波の増幅については、他の被害が発生した漁港と比

べて複雑な条件を有しているものと見られる。 

 

 

図-5 宇佐漁港周辺の概要 

 

3.5 小室漁港（高知県四万十町） 

 小室漁港では、4隻の漁船が転覆、うち1隻が港外

の砂浜に流失する被害が発生した。停泊位置は図-6

に示す通り、開口部寄りの岸壁に槍付け係留により

停泊していた。漁港のすぐ北側に河口を有する後川

から、興津海岸の砂浜維持のため設置されたと見ら

れる導流堤が南側に伸びている(図-7)。当時の状況を

目撃した漁民の話によれば、引き波の際の川からの

水が漁港内に回り込んで渦ができたとのことである。

渦が引き波時の水の流入によるか押し波の進入によ

るものかについては、遡上距離、潮汐位相、周期な

どの影響を受けることが予想されることから、これ

らのパラメータを条件とした数値実験を行い検証す

る必要がある。 

   

 
 図-6：小室漁港で被災した船舶の位置（著者撮影） 

 

 

図-7： 

 

3.6 佐賀漁港（高知県黒潮町） 

 佐賀漁港では、伊与木川の河口両岸の船溜まりで

ロープ損傷に伴う船内への浸水や転覆により計4隻

が被害を受けた（図-8）。両岸の船溜まりの開口部

側で波の進入を直接的に受けやすく流速の大きい位

置と見られる。被災した船が停泊した船溜まりの外

側にも左右1カ所ずつ船溜まりがあるが、船舶への被

害が報告されていない。 

 

 

図-8 佐賀漁港における被害箇所 

 

3.7 三崎漁港（高知県土佐清水市） 

 三崎漁港では構内中央部に係留していた漁船4隻

が転覆・流失する被害が発生した。構内で転覆した

状態で発見されたのが1隻、残り3隻のうち2隻は東隣

の砂浜で転覆した状態で発見され、1隻は東隣の湾ま
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で流された。漁民の証言によれば、最大波到達時に

被災した漁船が停泊していた右岸（西側）の堤防の

天端をわずかに超え、堤防から1~2m程度の範囲で数

cm程度冠水したとされる。漁港の奥は水深が比較的

浅く海面の揺れは奥まで届いていないということで

あった。三崎漁港は、2011年東北地方太平洋沖地震

などにおいて、漁港全体が干上がるまで水が退き、

漁船が全部転覆する被害が発生したことがある。 

 三崎漁港をはじめとする足摺岬より西側の土佐清

水市沿岸では、冬季の前線通過などに伴い、全振幅

50cm以上の顕著な潮位副振動（気象津波）が観測さ

れることがあり（田中, 2018）、今事例に類似した海

面昇降が度々発生している。 

 

 

図-9 三崎漁港における被害概要 

 

4.議論 

 前節で得られた本調査における証言を基にした内

容の妥当性について、潮位観測や数値解析結果を加

えて述べる。それと共に、現象解明を行う上で求め

られる点について述べる。 

4.1. 潮位観測との整合性 

 前節で述べた被害状況の全般的な特徴について、

潮位観測結果と強制潮位を湾外から与えた湾水振動

に関する数値解析の結果と照合しながら述べる。図

-10は気象庁験潮所の阿波由岐（徳島県），室戸岬・

土佐清水の毎15秒潮位観測データより、2分～200分

のバンドパスフィルターを用いて抽出した潮位偏差

成分の時系列である。第1波と見られる潮位変化が1

月15日20時40分から20時50分の間に第1波の到達に

よる潮位上昇が観測されており、3地点いずれにおい

ても1月16日0時から1時の間に最大波高に到達して

いる。連続ウェーブレット解析により、卓越周期の

時間変化を解析すると、1月16日0時から3時の時間帯

において、阿波由岐で10～16分、室戸岬で8～12分、

土佐清水で20～25分の周期帯にピークが見られてい

る。ただし、土佐清水においては、1月16日0時付近

に10分前後のピークも現れている。今事例で10分前

後の短い周期で押し波引き波が繰り返されたという

証言と大きく矛盾していないことが潮位観測結果か

ら示唆される。 

 

 

 
図-10 四国太平洋岸の気象庁験潮所(阿波由岐・室戸

岬・土佐清水)で観測された潮位偏差成分 

 

 

 

図-11 図-10と同じ験潮所のwaveletスペクトル 
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4.2 漁港内での渦と流動場 

 今回の調査で得られた証言の中で、漁港の中で渦

ができたことが挙げられる。漁港の開口部で潮位変

化を境界条件として強制的に与え、漁港内の渦の形

成をはじめとする流動場の構造に関する数値解析を

試みた。一定水位の助走期間を1時間分与え、強制潮

位の振幅を50cm、周期を10分とし、6周期分(1時間)

の計算を行った。今回の数値解析には、流動解析シ

ミュレーターiRICを使用し、ソルバーにはNays2DH

を用いた。対象漁港に対し、2mメッシュに格子分割

した計算領域を設定した。 

 室戸市佐喜浜漁港を対象領域とした結果を図-12

に示す。図-12の上段に配置した粒子(トレーサー)

が、押し波によって奥へと流動する際に、図-4に示

している転覆被害が発生した区域や19t-級の漁船が

停泊していた区域などで渦が形成され、局所的に流

速が大きくなる。図-12に見られる渦は漁港の最奥部

には到達せず、粒子も初期位置付近で安定して存在

する。最奥部では海面昇降が大きくとも、質量保存

の法則の関係から水平の流速変化が相対的に小さく

なり、係留ロープに加わる張力が弱い。一方、開口

部付近や、渦形成域は、水平流速変化が大きく、係

留ロープが破断する危険性が高いことが示唆される。

張力に関する定量的な知見を得るために、今後更な

る解析が求められる。 

 

 t=3600 

 t=5100 

図-12 佐喜浜漁港における流動場の解析例。上段：

粒子配置の初期状態 (t=3600)、下段：強制波入射開

始から1500秒後(2周期半後)の粒子位置・水位・フル

ード数の分布。 

 

4.3 岸壁の構造・係留方法と漁船転覆との関

係 

 今回の漁船等の被害に関する他の特徴として、係

留方法が挙げられる。1月15日19時3分の気象庁発表

の津波情報で若干の海面変動の可能性の発表を受け

て、波高の予想が出ないほど微小な波が到達すると

解釈し、通常の槍付け係留のままであった。このこ

とが、船体に対してロールやヨーが加わり転覆した

り、ロープ破断の一因となったりした可能性が考え

られる。台風接近時に高潮・高波対策として、船首

を港軸湾口方向に向けて係留する対応がとられる場

合がある(写真-5)。遠地津波に関する情報を受けて、

数時間のリードタイムの間にこの方法で係留を行う

ことで、今回の転覆等の被害を低減することが可能

と見られる。 

 漁港内の岸壁では、消波対策のために、上部ブロ

ックを数10cm突き出し、下部に空洞を設ける構造を

取り入れている所もある。例えば、佐喜浜漁港では、

写真-5のように、岸壁上部は下部に対して30cm突き

出している。槍付け係留の場合、潮位が急激に低下

すると、船首が岸側に引き寄せられる。船首の一部

が下部空洞に潜り込み、そこから潮位が急上昇する

と船首が空洞に潜り込んだまま上部ブロックに押さ

えつけられた状態となり、船体バランスが崩れて転

覆する可能性があるのではないかと、現地の漁民か

ら指摘があった。実際にそのような現象が起こる可

能性があるかどうか不明であり、水槽模型実験等に

よる検証が必要である。 

 

 

写真-5 台風接近時の漁船係留の様子(高知県漁連副

会長植元氏提供) 

 

写真-6 佐喜浜漁港の岸壁上部ブロックの突き出し 
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5. おわりに 

本稿で述べた現地調査で得られた結果についてま

とめると以下の通りになる。 

（１）漁港内で転覆・流失等の被害を受けた船舶の

係留位置は、流速が大きくなりやすい開口部付近や

構内の渦が発達しやすい区域に集中する傾向にある。

潮位が最も高くなりやすい最奥部では、水平流速が

減衰するため、係留ロープ破断の可能性が相対的に

低くなる。 

（２）今回被害が確認された漁港においては、津波

予報での若干の海面変動の予想を受け、係留方法を

通常時の槍付け係留のままであった。高潮対策と同

様、船首を湾軸方向湾口側に向け、漁港最奥部に係

留していたら転覆被害を軽減できた可能性がある。

今事例のように、予想波高の発表が困難な場合につ

いて、1mを超える海面昇降に備えた船舶係留の対応

の呼びかけを行うことが求められる。 

（３）漁港内で波が大きくなり、船の衝突音が聞こ

えるようになった時間帯がおおむね2022年1月16日0

時～1時の間であり、四国沿岸の験潮所の観測データ

から解析される最大波の発生時間帯と一致する。 

（４）漁民の証言の中の10分前後の漁港内の押し波

引き波の成分は、験潮所の潮位観測データからも抽

出されており、同周期帯の波が少なくとも四国の太

平洋側沿岸に一様に到達した可能性が示唆される。 

（５）岸壁下部空洞への船首の潜り込みが、転覆の

一因となりうるかは不明であり、模型実験等での検

証が必要である。 
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要 旨 

2021年4月4日にサイクロン・Serojaが東ティモール襲来し，甚大な氾濫被害，土砂災害

が生じた。現地の東ティモール大学スタッフと協力をしてリモート調査を行った。また人

工衛星画像用いて，斜面崩壊位置の把握を行った。本稿ではその結果を示したものである。 
ディリ市内の氾濫は主に河川の通水能力の低さに起因するが，とくに橋が通水阻害とな

っていることが分かってきた。また多くの斜面崩壊が確認された。それらは土砂生産とし

て，河道に残っている。次回の出水ではそれも同時に流れ出し，大きな被害を引き起こす

要因となり得る。また河床高の上昇にもつながり通水能力の低下につながる。今後の土砂

管理は益々重要となる。 
 

 

1. はじめに 

 

ティモール島北西のサヴ海で発達した低気圧が

2021年4月3日にサイクロンSerojaへと発達した。この

サイクロンによりティモール島のインドネシアおよ

び東ティモールでは河川氾濫，土石流，地すべりな

どが発生し，犠牲者も発生した。東ティモールはポ

ルトガルの植民地の後，インドネシアに併合されて

いたが2002年に独立をはたした若い国である。災害

統計資料が充実していないため，過去の災害との比

較は難しいが，独立以降では明らかに甚大な災害で

あった。特に首都であるディリでは多くの氾濫，土

砂災害が生じた。 
サバナ気候に属する東ティモールでは雨季と乾季

があり，これまでにも雨季の豪雨による洪水氾濫，

土砂災害に見舞われてきたが，サイクロンによる被

害は極めてめずらしいものと思われる。発展途上国

である東ティモールにおいては，通常であれば被害

調査のため海外から多くの調査団が現地を訪れたで

あろうが， COVID19対策として首都ディリでは都市

封鎖が施行されており入国や調査が困難な状況であ

った。さて，筆頭著者が所属する学科ではJICAプロ

ジェクトを通して東ティモール国立大学工学部土木

学科と強いつながりがある。そこで，現地教員によ

る災害調査の支援をオンラインで行い情報を共有し

た。また著者らは独自に衛星リモートセンシングに

よる調査も行った。本稿では，これらの活動で得た

結果を報告する。 
 

2. サイクロンSeroja 

 

2021年 3月 29日から 4月 3日にかけ熱帯低気圧

Tropical Low22U がサヴ海で発達し，ティモール島西

岸に滞留し，周辺地域に大量の降雨をもたらした。

 
図 1 Seroja の軌跡 
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勢力を強め4日の15時(UTC)の時点でTropical Cyclone 
26Sとなり，20時（UTC）にはカテゴリー1の規模に

発展してSerojaという名前が与えられた。その後，こ

のサイクロンは西オーストラリア州に向かって南西

に移動し，4月6日0時(UTC)時点では，その中心はテ

ィモール島の西南西400 km，小スンダ列島のスンバ

島の南130 km，西オーストラリア州ダービーの北西

730 kmに位置し，最大風速102 km/hの勢力を維持し

ていた。その後，移動速度が増しティモール島近海

から離れていく．図1にIBTrACSに基づく1）2021年4
月4日12:00(UTC)からUTC 2021年4月12日6時(UTC)
にかけての3時間毎の位置を示す。 
 
3. 被災状況と降雨状況 

 
3.1 東ティモールの被災状況 

表 -1は2021年 5月7日時点のEM-DAT2)に基づく

2001年以降の東ティモールで発生した災害をまとめ

たものである。2002年に独立した東ティモールでは

十分な統計データが不足しているため不明な箇所も

多いが，表1に従えば今回のサイクロンでは東ティモ

ール全体で少なくとも42人が死亡し，143,670人が被

災した。また数値が明らかになっている事例の中で

は死者数，被災者数ともに今回の災害が最も人数が

多いことがわかる。東ティモール独立後最大の災害

となった。 

図2に東ティモールの行政区を示す。表1では41名
であるが行方不明者を含めて死者42名である。ディ

リ県で22名，アイレウ県で2名，アイナロ県で10名，

マナトゥト県で5名，ビケケ県で3名となっている。

多くは土砂災害による被災者であった。 
 

3.2 降雨状況 

東ティモールでは十分な降雨観測網が発達してい

ないため，地上雨量計による東ティモール国内での

全体的な降雨状況は不可能である。現在，全球降水

観測主衛星によって観測された降水量がGSMaPでイ

ンターネット公開されている。そこで2021年4月3日
（UTC）の日雨量分布をGSMaPから入手した3)。それ

表 1 東ティモールの過去災害（2001 年以降） 
Year Disaster Type Disaster Subtype Origin Start(d/m/y) End(d/m/y) Total Deaths  Injured Affected

1 2001 Flood Riverine flood Heavy rain 20/6/2001 23/6/2001 1 2,508
2 2003 Flood Riverine flood Sudden unseasonal rains, monsoonal rain 16/6/2003 20/6/2003 3 600
3 2003 Flood ?/12/2003 ?/1/2003 450
4 2005 Epidemic Viral disease Dengue haemorrhagic fever 5/1/2005 28/2/2005 22 336
5 2006 Storm 15/1/2006 ?/3/2006 8,730
6 2007 Flood Intense monsoonal activity ?/12/2007 ?/1/2008
7 2007 Flood Riverine flood Heavy rains ?/6/2007 ?/7/2007 1 947
8 2007 Drought Drought ?/2/2007 ?/3/2007
9 2014 Epidemic Viral disease Dengue ?/1/2014 ?/2/2014 2 197
10 2015 Earthquake Ground movement 4/11/2015 4/11/2015 3 2,000
11 2016 Drought Drought Lack of rain, El Nino ?/4/2016 ?/4/2016 120,000
12 2020 Flood Riverine flood Heavy rains 13/3/2020 13/3/2020 3 7 9,131
13 2021 Storm Tropical cyclone Tropical cyclone 'Seroja-21' 5/4/2021 6/4/2021 41 143,670  

 

 
図 3 GSMaP による日降水量 

 

Beto Leste, Comoro

Bairro Formosa

 
図 4 雨量計の設置場所（ディリ市内） 

 

 
図 2 東ティモールの行政区 
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を図3に示す。ティモール島の西側で150mmを越える

雨量となっている。ディリ県では100mm～150mm程

度の降水量となっている。全体的には50～100mmの

日雨量となっている。東ティモールの東部のラウテ

ン県では日雨量は少なく20～30mmの範囲となって

いる。 
GSMaPの空間解像度は0.1°（赤道付近で11km）で

あるため，大広域の雨量分布の把握には適している

が，狭い局所的な降雨特性の把握には向いていない。

幸いにもカウンターパートである東ティモール大学

教員がディリ市内に雨量計を2箇所設置していた。そ

の設置場所を図4に示す。Comoro川の左岸側のBeto 
Lesteと4km程度東に位置するBairro Formosaに雨量

計が設置されている。 
図5に現地時間（日本時間との時差は無い）で2021

年4月1日0:00から2021年4月5日9:00まで（105時間）

の時間降雨量を示している。Serojaが接近する前から

多少の降雨が，Beto Lesteでは4日0:00頃，Bairro 
Formosaでは3日22:00頃から雨が降り出している。4
日6:00にBeto Lesteで71.2mm/h，Bairro Formosaで
60.8mm/hの強い降雨となった。降雨は4日6:00にピー

クを取りその後減少していく。4日17:00以降は雨が

収まっている。降雨継続時間は17～19時間程度であ

り，累積雨量はBeto Lesteで285.8mm，Bairro Formosa
で390.2mmであった。ピークの降水量はBeto Lesteが
Bairro Formosaよりも大きいが，Beto Lesteでは降水量

が0mm/hとなる時刻がいくつか存在しているため累

積雨量はBairro Formosaの方が大きくなっている。な

お，本格的な降雨が始まった4日0:00からの累積雨量

ではBeto Lesteで232.4mm，Bairro Formosaで309.8mm
であった。 
 ディリでは前年の2020年3月にも雨季による豪雨

災害が発生し，市内各地で浸水が発生した。その時

に雨量を示したのが図6である。期間的に図5と比較

できるように105時間（2021年3月11日0:00～2021年3
月15日9:00）の降雨量を示している。表1から分かる

ように東ティモールの豪雨災害は台風性よりも非台

風性（熱帯収束帯に起因する降雨）の豪雨が多い。3
月13日18:00が降雨のピークとなり，Beto Lesteで
27.4mm/h，Bairro Formosaで59.4mm/hとなった。継続

時間は3時間程度であり，この期間の累積雨量はBeto 
Lesteで46.8mm/h，Bairro Formosaで103.4mm/hであっ

た。今回の台風性豪雨は東ティモールにおいて，多

量の降水量をもたらしたことが分かる。 
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(A) Beto Leste                                    (B) Bairro Formosa 
図 5 雨量計の設置場所（ディリ市内） 
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(A) Beto Leste                                    (B) Bairro Formosa 
 

図 6 光学衛星画像による氾濫箇所 
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4. ディリにおける浸水域と被災状況 

4.1 ディリ市内の浸水域 
欧州委員会（European Commission）が運営してい

るコペルニクスプログラムで観測された光学衛星画

像のプロダクトを公開している。図7にそのプロダク

トを示している。オリジナルのプロダクトはカラー

であり浸水域が緑色のハッチで塗りつぶしているが，

それに著者らが○で囲っている。 
撮影時刻はUTCで2021年4月4日15:59（LOC4月5日

0:59）である。図7から分かるように光学衛星画像で

確認できる氾濫域は河川の近傍であり，外水氾濫で

あることが推測できる。 
 

4.2 Maolo川周辺の氾濫 
図8にMaolo川周辺の拡大図を示す。Maolo川の氾濫

は図7における氾濫域AとBの原因となっている。

Maolo川の左岸側には大統領府があり，河口付近の左

岸側に日本大使館がある。図8中のA-，B-，C-point
は東ティモール大学教員が調査した箇所である。

A-point近傍の写真を写真1に示す。撮影日は現地時間

で2021年4月8日である。以降キャプションの撮影日

は現地時間である。また年は省略する。河床と橋桁

の間隔は狭いことが確認できる。橋が洪水流の流下

Comoro River
Maolo River

A
B

C

D

Becussi River

Becola River

 

図 7 光学衛星画像による氾濫箇所 

UNTL教員による調査箇所

日本大使館

C-point

A-point
B-point

氾濫域

大統領府

氾濫域

 
図 8 Maolo 川周辺の拡大図 
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を阻害してバックウォーターが発生し，それに起因

して越水が発生し右岸側および左岸側に氾濫してい

ったものと考えられる。 
写真2は橋につながる通りに面している大統領府

前の写真である。Maolo川からの氾濫水によって運ば

れてきた泥が幅広く堆積していることがわかる。 
写真1の橋から46m程度上流側にある橋の様子を

写真3に示す。トラス状の欄干を持つ長さ13m程度の

橋である。流木ゴミが橋上の下流側や欄干に引っか

かっており洪水流は橋の上を流れて行ったことが示

唆される。 

B-pointにも橋がありA-pointと同様，橋による通水

阻害が発生している。紙面の都合上写真は割愛して

いる。図7および図8では氾濫域AのB-point周辺では

氾濫域が確認されてない。浸水域は衛星画像での判

断結果であるが，実際には別の写真から土砂が周囲

の道路に積もっている様子が見て取れた。 
C-point近傍の様子を写真4に示す。河口の傍の通り

流向

ゴミ

ゴミ

 

写真 3 氾濫域 A の B-point（4 月 8 日撮影） 
 

流向

越流

 

写真 4 氾濫域 A の C-point（4 月 8 日撮影） 
 

 

 

写真 5 日本大使館前の道路陥没（4 月 8 日撮影） 
 

流れ

大統領府

 

写真 1 氾濫域 A の A-point（4 月 8 日撮影） 
 

大統領府

 
写真 2 大統領府前の通りの状況（4 月 7 日撮影） 
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に架かっている橋である。この橋も橋桁と河床の高

さが低く，通水阻害が大きいものと思われる。左岸

側の護岸が破壊されており大きな被害が生じた。洪

水流は橋を乗り越えて，さらに道路に沿って左右に

流れていったものと考えられる。図7に示している氾

濫域Bの発生要因と考えられる。 
この道路の左岸側方向（西側）には日本大使館が

あり，大使館前面で大きな道路陥没が発生した。そ

の様子を写真5に示す。道路上に流れ込んだ水流がア

スファルト舗装の下の砂利等を洗い流し，その結果

陥没が発生したものと考えられる。 
 

4.3 Becussi川周辺の氾濫 
 図 7の氾濫域Cの拡大図を図 9に示す。図中の

A-point，B-pointは東ティモール大学教員による調査

箇所である。この氾濫域はBcussi川とBecola川の合流

部から下流側で大きな氾濫が発生していることが分

かる。 
 A-pointの状況を写真6に示す。欄干が破壊されゴミ

が引っかかっている。上段の欄干程度まで水位が上

昇していたと推測される。また橋脚上部に亀裂が確

認できる。床版にかかる流体力などにより発生した

ものと考えられる。ここには示していないが別の写

真から橋や周辺道路には氾濫でもたらされた砂や土

砂に覆われていたことが確認できている，二河川の

合点から少し下流に位置するため流量が増大し，こ

の橋が通水阻害となったものと考えられる。この橋

より下流側においても流下能力不足のため氾濫域が

広がったものと考えられる。 
 B-pointにおいても橋が存在しており，欄干が壊れ

るなどの破損は確認された。しかしながらA-pointと
比較するとその被害は小さいため，詳細な報告は割

愛する。 
 

4.3 Comoro川周辺の氾濫 
 図7の西側にあるComoro川周辺の拡大図を図10に
示す。Comoro川はディリ市内で最も大きい河川で川

幅は80～90m程度である。A-point，B-pointは東ティ

モール大学教員による調査箇所である。調査地点は

氾濫域Dよりも上流側にある。 
 写真8にA-pointの被災状況を示す。写真8の左側は

A-point

B-point

Becussi River

Becola River

  
図 9 Becussi 川と Becola 川周辺の拡大図 

 

 

B-point

A-point

 
図 10 Comoro 川周辺の拡大図 

流向
 

写真 6 氾濫域 C の A-point（4 月 8 日撮影） 

 

- 72 -



Google Earthの2020年11月19日の状況である。Comoro
川に限らず東ティモールの河川は乾季など雨が無い

場合には水無川の状態となる。堰から少し下流側の

右岸側の〇で囲まれた箇所が今回の被災箇所である。

周辺には甚大な氾濫は認められていないが，洪水流

により護岸が破壊されている。 
写真9には同じ被災箇所を下流側から上流側に向

かって撮影したものである。堰の損傷は認められて

いないことが分かる。しかしながら堰の両端の護岸

が浸食されていることが分かる。洪水流が堰の両端

Google Earth 19/11/2020  
写真 8 A-point の被災状況（Comoro 川）（4 月 12 日撮影） 

  
写真 9 A-point の被災状況（Comoro 川）（4 月 8 日撮影） 

 

Google Earth 19/11/2020

１

2

3

 

写真 10  B-point の被災状況（Comoro 川）（4 月 4 日撮影） 
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を迂回し，柔らかい側岸を浸食することは良く知ら

れており，迂回流と呼ばれている。写真9から，今回

も迂回流が発生して堰近傍の護岸や道路を破棄した

ものと考えられる。日本大使館前の洗堀と同様，デ

ィリの道路は比較的軟弱な地盤にアスファルト舗装

されている程度であるため強靭さが不足していたの

であろう。 
 写真10にB-pointの被災状況を示す。右側はGoogle 
Earthの2020年11月19日の状況である。左側に洪水時

に撮影された動画のスナップショットを示す。スナ

ップショット（写真9-3）から水位が高い状況となっ

ていることが分かる。右岸側の家屋はかろうじて浸

水を免れている状況であるが，左岸側の家屋（写真

9-1，写真9-2）は洪水流に巻き込まれて流されてしま

っている。特に写真9-1が示す場所では護岸浸食があ

り，家屋が流されている。Comoro川では住居のある

下流域では左岸側の方が右岸側よりも低いため，こ

のような被害が生じた。 

 

5. 衛星画像解析 

 

5.1 斜面崩壊の抽出 
ここまでは氾濫被害について述べてきたが，この

章では光学衛星画像を用いた斜面崩壊箇所の探索に

ついて述べる。ディリ近郊の土石流痕跡をSentinel-2

マルチバンド衛星の観測データを利用して検出した。

発災前後の観測データは欧州連合（EU）の地球観測

プログラムであるCopernicusプログラムの枠組みで

運用されているCopernicus Open Access Hubを利用し

て入手した。光学マルチバンドセンサを搭載した衛

星群Sentinel-2の観測プロダクトについてディリを観

測したものを検索し，発災前として2020年4月20日，

発災後として2021年4月10日及び15日の観測データ

をダウンロードした。 Level-1Cという処理レベルの

プロダクトでオルソ補正が行われた大気補正前の各

周波数バンドの反射率のデータが含まれる。欧州宇

宙機関ESAが公開しているSNAP（Sentinel Application 
Platform）を利用して特定バンド抽出やNDVI（正規

化植生指数）の算出を行った。地理情報システム

QGIS上でNDVIデータの発災前後での差分値を求め，

可視光バンドデータで構成したトゥルーカラー画像，

およびASTER光学衛星による全球3次元地形データ

ASTER-GDEMと照合することで斜面災害の痕跡を

検出し，源頭部の位置をマッピングした。その結果

を図11に示す。50箇所程度の痕跡が抽出された。 
今回の豪雨で大量の土砂生産が発生した。次回の

出水でこれらの土砂が下流へ運ばれ，河床を浅くし

てしまう可能性があるため，土砂管理は重要な課題

である。 
Sentinel-2の解像度は波長によって異なるが10～

 
図 11 ディリ近郊の斜面崩壊痕跡の抽出 
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60m程度である。市街地などより詳細な被災状況の

把握には細かい解像度を持つ衛星画像が必要である。

そこで解像度が50cmのPleiades衛星の観測データを

利用した。これは図7に示しているプロダクトと同じ

衛星データである。発災前後の観測データはディリ

市街を中心とした188 km2の範囲で，発災前として

2021年1月22日，発災後として2021年4月9日のものを

Airbus社の提供するオルソ補正済みパンシャープン

50cm解像度プロダクトとして購入した。 
図12にComoro川の中上流部の解析結果を示す。

Comoro川右岸の集落背後や左岸の採石場における

斜面災害の痕跡を示す。植生の減少，砂の堆積で裸

地化した箇所を赤色で強調表示している。右岸下側

の集落で斜面から川辺一帯が赤色に見えている。こ

の集落では8棟が土石流に埋まったものとみられる。

左岸の採石場も一部の谷部や植生との境で赤色を帯

びており，崩落があったものと考えられる。図12の
中央を流れるComoro川河道の高水敷が砂で覆われ

赤色を帯びている。 
 

6.  おわりに 

 

2021年4月4日にサイクロン・Serojaが東ティモール

襲来し，甚大な氾濫被害，土砂災害が生じた。コロ

ナ禍のため現地に入ることができなかったため，現

地の東ティモール大学スタッフと協力をしてリモー

ト調査を行った。また人工衛星画像用いて，斜面崩

壊位置の把握を行った。本稿ではその結果を示した

ものである。 
ディリ市内の氾濫は主に河川の通水能力の低さに

起因するが，とくに橋が通水阻害となっていること

が分かってきた。また多くの斜面崩壊が確認された。

それらは土砂生産として，河道に残っている。次回

の出水ではそれも同時に流れ出し，大きな被害を引

き起こす要因となり得る。また河床高の上昇にもつ

ながり通水能力の低下につながる。今後の土砂管理

は益々重要となる。 
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図 12 Comorol 川の中上流部の土砂災害（植生の減少，土砂の流出を赤色で強調） 
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図 1 調査を行った観測点位置 
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要 旨 

2022年3月16日に発生した福島県沖の地震において，震度6弱以上を観測した強

震観測点を対象として，観測点周辺の被害調査を行った。その結果，多くの観測

点周辺で瓦屋根の被害，外壁の損傷といった軽微な被害が見られたが，全壊・大

破といった大きな被害を受けた建物は見られなかった。観測された強震記録の性

質を分析した結果，1秒以下の短周期が卓越する一方で建物の大きな被害と相関

のある周期1-1.5秒の応答は小さく，このことが大きな震度を観測したにも関わら

ず，建物の全壊・大破といった大きな被害が生じなかった原因と考えられる。 

 

 

1. はじめに 

 

2022年3月16日に発生した福島県沖の地震（Mj7.4）

では，最大震度6強の強い揺れを観測した。そこで，震

度6弱以上を観測した強震観測点を対象として，観測点

周辺の被害調査を行った。本稿では，観測点ごとの調査

結果を示し，発生した地震動の性質と建物被害との関係

について検討を行う。 

 

2. 調査の概要 

 

今回の地震では震度6弱以上を観測した強震観測

点の数が58点と多く，その全ての調査を行うことは

困難であったため，調査時点で震度情報が公開され

ているものを対象に 

１．震度6強を観測した全ての観測点 

２．震度6弱を観測した観測点のうち，既に強震記

録が公開されており，周辺に80棟以上の建物が存在

する 

という条件で調査対象の絞り込みを行った。対象

となった18観測点の位置を図1に示す。図中のJMAは

気象庁震度観測点，震度計は地方公共団体震度計を

示している。 

調査範囲は，観測点から半径200m以内とし，範囲

内の全ての建物について，外観から全壊・大破とい

った大きな被害の有無，木造・非木造を判定した。

なお，寺社，倉庫，蔵等や地盤被害，基礎の被害を

受けた建物は対象外とし，被害率を算出するための

全建物棟数と被害棟数にはカウントしていない。つ

まり，調査範囲内の寺社や倉庫等を除く全ての建物
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図 2 建物分布図の例（国見町藤田震度計） 

Ｎ木造

非木造
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200m

の，振動による上部構造の被害を対象とした。調査

結果の例として，国見町藤田震度計周辺の建物分布

図を図2に示す。定量的な被害データは建物のみを対

象としたが，地盤等の建物以外の被害についても記

録を行った。 

 

3. 調査結果 

 

3.1 各観測点周辺の被災状況 

(1)K-NET築館(震度6弱,調査日：3/25) 

観測点は栗原市築館総合支所（写真1）の敷地の南

端に設置されている（写真2）。周辺では外壁や屋根瓦

に被害を受けた建物（写真3,4）が見られたが，全壊・大

破といった大きな被害を受けた建物は見られなかった。 

(2)登米市迫町震度計(震度6強,調査日：3/19) 

観測点は，登米市迫保健センター（写真5）の入口前

のスペースに設置されている（写真6）。周辺では外壁に

被害を受けた建物（写真7）などが見られたが，全壊・大

破といった大きな被害を受けた建物は見られなかった。

建物以外では，舗装の被害（写真8）が見られた。 

(3)登米市南方町震度計(震度6強,調査日：3/19) 

観測点は，登米市南方庁舎（写真9）の敷地内の電源

設備のあるスペースに設置されている（写真10）。庁舎建

物内で天井材の落下が見られた（掲載許可がないため

写真なし）ほか，周辺では舗装の被害（写真11）や掲示

板の被害（写真12）が見られたが，全壊・大破といった大

きな被害を受けた建物は見られなかった。 

(4)登米市米山震度計(震度6強,調査日：3/19) 

観測点は，登米市米山総合支所（写真13）の敷地内

に設置されている（写真14）。建物に隣接しているため，

強震記録に建物の応答が含まれている可能性がある。

周辺（写真15,16）には軽微なものも含め建物被害は見ら

れなかった。 

写真 5 登米市迫保健セ

ンター 

写真 6 登米市迫町 

震度計 

写真 7 外壁の被害 写真 8 舗装の被害 

写真 9 登米市南方 

庁舎 

写真 10 登米市南方町震

度計 

写真 11 舗装の被害 写真 12 掲示板の 

被害 

写真 1 栗原市築館 

総合支所 

写真 2 K-NET 築館 

写真 3 外壁の被害 写真 4 屋根瓦の被害 
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(5)JMA大崎市古川三日町(震度6弱,調査日：3/25) 

観測点は大崎市古川三日町公園（写真17）の北西の

端に設置されている（写真18）。周辺では外壁に被害を

受けた建物（写真19）が見られたが，全壊・大破といった

大きな被害を受けた建物は見られなかった。建物以外

では，塀の被害や墓石の被害（写真20）が見られた。 

(6)JMA涌谷町新町裏(震度6弱,調査日：3/25) 

観測点は涌谷町役場（写真21）の敷地の西側に設置

されている（写真22）。建物に隣接しているため，強震記

録に建物の応答が含まれている可能性がある。役場建

物近傍の地盤に被害が見られた（写真23）ほか，基礎に

被害を受けた建物（写真24）が見られたが，全壊・大破と

いった大きな被害を受けた建物は見られなかった。 

(7)K-NET石巻(震度6弱,調査日：3/25) 

観測点は石巻市立大街道小学校（写真25）の敷地の

北西端に設置されている（写真26）。周辺（写真27，28）

には軽微なものも含め建物の被害は見られなかった。 

(8)蔵王町円田震度計(震度6強,調査日：3/20,25) 

観測点は蔵王町役場（写真29）の建物内1階に設置さ

れている（写真30）。役場敷地内の舗装の被害（写真

31）のほか，周辺では外壁に被害を受けた建物（写真

32）が見られたが，全壊・大破といった大きな被害を受け

た建物は見られなかった。建物以外では，舗装の被害

や灯籠の被害が見られた。 

(9)K-NET角田(震度6弱,調査日：3/26) 

観測点は角田市役所（写真33）の敷地の南東端に設

置されている（写真34）。周辺には屋根瓦に被害を受け

た建物（写真35）や外壁に被害を受けた建物（写真36）

が見られたが，全壊・大破といった大きな被害を受けた

建物は見られなかった。 

 

 

写真 21 涌谷町役場 写真 22 JMA 涌谷町 

新町裏 

写真 23 地盤の被害 写真 24 基礎の被害 

写真 25 石巻市立大街

道小学校 

写真 26 K-NET 石巻 

写真 27 周辺の様子 写真 28 周辺の様子 

写真 17 大崎市古川 

三日町公園 

写真 18 大崎市古川 

三日町 

写真 19 外壁の被害 写真 20 墓石の被害 

写真 13 登米市米山 

総合支所 

写真 14 登米市米山震

度計 

写真 15 周辺の様子 写真 16 周辺の様子 
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(10)国見町藤田震度計(震度6強,調査日：3/18,25) 

観測点は国見町役場（写真37）の駐車場に設置され

ている（写真38）。周辺には外廊下のブレースの抜けや

柱根巻に被害を受けた建物（写真39）や，外壁に被害を

受けた建物（写真40），瓦屋根に被害を受けた建物が見

られたが，全壊・大破といった大きな被害を受けた建物

は見られなかった。建物以外では，ブロック塀の被害が

見られた。 

(11)KiK-net山元(震度6強,調査日：3/19) 

観測点は山元町体育文化センター（写真41）の敷地

内に設置されており，周囲は高さ約1mの盛土になって

いる（写真42）。周辺では瓦屋根に被害を受けた建物

（写真43）や，外壁に被害を受けた建物（写真44）が見ら

れたが，全壊・大破といった大きな被害を受けた建物は

見られなかった。 

(12)K-NET相馬(震度6強,調査日：3/19,26) 

観測点は川原町児童センター（写真45）の敷地内に

設置されており，観測点の南側には高さ約2mの壁があ

る（写真46）。周辺では瓦屋根に被害を受けた建物（写

真47）や外壁に被害を受けた建物（写真48）が見られた

が，全壊・大破といった大きな被害を受けた建物は見ら

れなかった。建物以外では，墓石の転倒や石積みの塀

の被害，舗装の被害が見られた。 

(13)相馬市中村震度計(震度6強,調査日：

3/19,20,26) 

観測点はK-NET相馬から北に約280mの地点にある

相馬市役所（写真49）の駐車場に設置されている（写真

50）。周辺では瓦屋根に被害を受けた建物（写真51）や

外壁に被害を受けた建物（写真52）が見られたが，全

壊・大破といった大きな被害を受けた建物は見られなか

った。建物以外では，ブロック塀や石積みの塀，鳥居の

被害などが見られた。 

写真 37 国見町役場 写真 38 国見町藤田 

震度計 

 

写真 39 ブレースと 

柱根巻の被害 

写真 40 外壁の被害 

写真 41 山元町体育 

文化センター 

写真 42 KiK-net 山元 

写真 43 瓦屋根の被害 写真 44 外壁の被害 

写真 33 角田市役所 写真 34 K-NET 角田 

写真 35 瓦屋根の被害 写真 36 外壁の被害 

写真 29 蔵王町役場 写真 30 蔵王町円田 

震度計 

写真 31 舗装の被害 写真 32 外壁の被害 
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(14)南相馬市鹿島区西町震度計(震度6強,調査日：

3/18) 

観測点は南相馬市鹿島区役所（写真53）の入口に設

置されており，周囲には土が盛られている（写真54）。周

辺では瓦屋根に被害を受けた建物（写真55）や外壁に

被害を受けた建物（写真56）が見られたが，全壊・大破と

いった大きな被害を受けた建物は見られなかった。建物

以外では，ブロック塀や墓石，鳥居の被害が見られたほ

か，舗装の被害も見られた。 

(15)JMA南相馬市原町区三島町(震度6弱,調査日：

3/26) 

観測点は南相馬市役所（写真57）の建物の裏手に設

置されている（写真58）。建物に隣接しているため，強震

記録に建物の応答が含まれている可能性がある。周辺

（写真59）では瓦屋根に被害を受けた建物（写真60）が

見られたが，全壊・大破といった大きな被害を受けた建

物は見られなかった。 

(16)K-NET原町(震度6弱,調査日：3/26) 

観測点は南相馬消防署（写真61）の敷地の北側に設

置されており，すぐ横は段差になっている（写真62）。周

辺（写真63，64）では目立った被害は見られなかった。 

(17)KiK-net三春(震度6強,調査日：3/18) 

観測点は三春町立沢石小学校（写真65）の敷地内に

設置されており（写真66），背後は斜面になっている（写

真67）。周辺（写真68）では目立った被害は見られなか

った。 

(18)JMA田村市船引町(震度6弱,調査日：3/26) 

観測点は田村市役所（写真69）の敷地の南端に設置

されている（写真70）。周辺（写真71，72）では目立った

被害は見られなかった。 

写真 53 南相馬市鹿島 

区役所 

写真 54 南相馬市 

鹿島区西町震度計 

写真 55 瓦屋根の被害 写真 56 外壁の被害 

写真 57 山元町体育 

文化センター 

写真 58 JMA 南相馬市 

原町区三島町 

写真 59 周辺の様子 写真 60 瓦屋根の被害 

写真 49 相馬市役所 写真 50 相馬市中村 

震度計 

写真 51 瓦屋根の被害 写真 52 外壁の被害 

写真 45 川原町児童 

センター 

写真 46 K-NET 相馬 

写真 47 瓦屋根の被害 写真 48 外壁の被害 
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3,2 各観測点周辺の被害のまとめ 

各観測点周辺の被害状況，被害率を表1に示す。多く

の観測点で外壁や瓦屋根に被害を受けた建物が見られ

たが，全壊・大破といった大きな被害を受けた建物は見

られなかった。建物以外の被害では，舗装や塀の被害

が見られた。 

 

4. 観測された地震動の性質と建物被害との

対応 

 

本稿執筆時点で記録の公開されている観測点につい

て，計測震度，地動最大加速度等の地震動強さ指標を

表1に示している。地震動強さ指標には，建物の大きな

被害と相関が高い減衰定数20%における周期1-1.5秒の

平均スペクトル値（以下，1-1.5秒応答）（境，2013）と1-2

秒震度（境ら，2004）も記している。また，加速度応答ス

ペクトルを減衰定数を一般的な5%に加えて，建物が全

壊に至る時の等価減衰にあたる20%（境，2013）とした場

合について，図3，4に示す。図4には，今回観測された

強震記録と過去の強震記録の比較，具体的には，計測

震度が最も大きいKiK-net三春，1-1.5秒応答が最も大き

表 1 被害調査結果と地震動強さ 

PGA※1

[cm/s2]

PGV※2

[cm/s]

計測

震度※3

1-2秒
震度

A1-1.5
*4

[cm/s2]

K-NET相馬 6強 0.0 0.0 744.4 73.2 6.17 5.71 544.2

K-NET原町 6弱 0.0 0.0 626.1 36.8 5.59 5.13 186.6
K-NET築館 6弱 0.0 0.0 524.0 39.4 5.62 4.94 212.1
K-NET石巻 6弱 0.0 0.0 391.8 65.1 5.84 6.06 512.0
K-NET角田 6弱 0.0 0.0 396.2 54.5 5.82 5.56 428.4
KiK-net三春 6強 0.0 0.0 767.2 53.7 6.20 5.04 229.6
KiK-net山元 6強 0.0 0.0 993.2 75.2 6.01 5.11 293.9
登米市米山町震度計 6強 0.0 0.0
登米市南方町震度計 6強 0.0 0.0
登米市迫町震度計 6強 0.0 0.0
蔵王町円田震度計 6強 0.0 0.0
相馬市中村震度計 6強 0.0 0.0
南相馬市鹿島区西町震度計 6強 0.0 0.0
国見町藤田震度計 6強 0.0 0.0
JMA大崎市古川三日町 6弱 0.0 0.0 309.6 44.2 5.62 5.48 343.1
JMA南相馬市原町区三島町 6弱 0.0 0.0 646.4 33.9 5.59 5.06 224.8
JMA涌谷町新町裏 6弱 0.0 0.0 324.8 41.6 5.51 5.38 263.5
JMA田村市船引町 6弱 0.0 0.0 629.0 21.2 5.50 4.22 80.9

1995年兵庫県南部地震・JR鷹取 6強 34.9 59.4 741.6 157.2 6.48 6.63 1227.1

2004年新潟県中越地震・JMA小千谷 6強 1.2 1.8 975.0 93.6 6.33 6.03 616.0
2011年東北地方太平洋沖地震・K-NET築館 7 0.0 0.0 2765.2 105.8 6.67 5.58 332.1

※1 地動最大加速度（水平2方向ベクトル合成）
※2 地動最大速度（加速度波形に0.1-10Hzのバンドパスフィルタをかけて積分し，水平2方向ベクトル合成したものの最大値）
※3 気象庁の算出方法では小数点以下1桁までとされるが，ここでは参考のため2桁目まで示す
※4 周期1-1.5秒平均加速度応答（減衰定数20%）

木造
全壊率

[%]

地震動強さ

強震記録未公開

過去の記録

震度観測点名
全壊・大

破率
[%]

2022年
福島県沖の地震

写真 65 三春町立沢石 

小学校 

写真 66 KiK-net 三春 

写真 67 観測点の背後 写真 68 周辺の様子 

写真 69 田村市役所 写真 70 JMA 田村市 

船引町 

写真 71 周辺の様子 写真 72 周辺の様子 

写真 61 南相馬消防署 写真 62 K-NET 原町 

写真 63 周辺の様子 写真 64 周辺の様子 
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いK-NET相馬と，1995年兵庫県南部地震JR鷹取，

2004年新潟県中越地震JMA小千谷，2011年東

北地方太平洋沖地震K-NET築館を比較して示し

ている。なお，K-NET築館は2012年に移設されて

おり，今回とは異なる地点で記録されたものであ

る。 

図3より，発生した地震動のほとんどは震度と相

関がある周期1秒以下の短周期（境ら，2002）が

卓越する一方で，建物の全壊・大破といった大き

な被害と相関の高い周期1-1.5秒は小さく，このこ

とが震度6弱，6強といった大きな震度を観測した

にも関わらず，全壊・大破といった大きな被害が

見られなかった要因であると考えられる。K-NET

相馬，K-NET石巻は比較的大きな1-1.5秒応答を

有するが，その大きさは全壊率が1.9%であった

2004年新潟県中越地震JMA小千谷の8～9割程

度とやや小さい。観測点周辺の建物の耐震性能

の違いの影響も考えられるが，建物被害が生じな

い，もしくはその境界程度の1-1.5秒応答の大きさ

であったと考えられる。 

 

5. まとめ 

2022年3月16日に発生した福島県沖の地震を

対象に，強震観測点周辺の被害調査を行った。

その結果，多くの観測点周辺で瓦屋根や外壁の

被害といった軽微な被害を受けた建物は見られたものの，

震度6弱以上という大きな震度を観測したにも関わらず，

全壊・大破といった大きな被害を受けた建物は見られな

かった。 

観測された強震記録の性質と建物被害との対応につ

いて検討した結果，発生した地震動のほとんどが周期1

秒以下の短周期が卓越する地震動であり，建物の大き

な被害と相関を持つ1-1.5秒応答が小さかったことが，大

きな震度を観測したにも関わらず全壊・大破といった大き

な震度を受けた建物が見られなかったことの要因である

と考えられる。 
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図 3 弾性加速度応答スペクトル 

（左：減衰定数 5%，右：減衰定数 20%） 

図 4 弾性加速度応答スペクトルの 

過去の強震記録との比較 

（左：減衰定数 5%，右：減衰定数 20%） 
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熱海市で発生した泥流の流動特性を考慮した土砂災害対策 
 

 

竹林 洋史* 
 

 

* 京都大学防災研究所 

 

 

要 旨 

2021年7月3日に複数回の泥流が発生した熱海市逢初川流域の泥流の流動特性について

現地調査を実施するとともに，土砂災害危険度の高い谷地形の宅地における土砂災害対

策について検討した．対象流域は明確な谷地形が形成されており，泥流は横断的にはあ

まり広がらず，幅80m以下の範囲で流れている．これは，渓流・河川の流れ方向に対し

て直角方向（横断方向）に数十メートル移動するだけで避難できることを示している．

また，上流域で最初に泥流が確認されてから約50分後と約100分後に下流域で人的被害

が発生している．これは，下流域の住民が上流域で発生している現象を正確にイメージ

できていなかったことが一つの原因である．そのため，上流域の様子をスマホやテレビ

などを使って自宅などで確認できるカメラの設置など，容易に上流域で発生している現

象をイメージできるシステムが必要と思われる． 

 

 

1. はじめに 

 

熱海市の逢初川流域で 2021 年 7 月 1 日午前 1 時

ごろから降り始めた雨は，2021 年 7 月 3 日午後 2 時

ごろまで降り続き，雨が降り止む約 3 時間半前の 7

月 3 日午前 10 時 27 分の少し前に最初の泥流が逢初

川流域の宅地上流部の家屋を流出させた．その約

100 分後の 12 時 10 分までの間に少なくとも 8 回の

泥流が発生し，多くの家屋が被災するとともに，死

者 26 名，行方不明者 1 名の人的被害も発生した． 

本研究では，2021年7月3日に複数回の泥流が発生

した逢初川流域の泥流の流動特性について現地調査

を実施するとともに，土砂災害危険度の高い谷地形

の宅地における土砂災害対策について検討した． 

 

2.  対象地域の概要 

 

図-1に示すように，熱海市の逢初川流域は静岡県

N

0         250        500 (m)
GSI

Google Earth

N

0            25           50 (km)

逢初川

図-1 熱海市の逢初川流域の位置 
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東部の神奈川県との県境に位置しており，JR熱海駅

から北に約1kmの場所である．図-2は逢初川流域を

含む周辺地域の土砂災害警戒区域を示している．泥

流が発生した逢初川流域も土砂災害警戒区域が設定

されており，図の中で濃い黄色で示されている領域

である．つまり，対象地域周辺は多くの土砂災害警

戒区域があるとともに，それらの土砂災害警戒区域

の内の3つが逢初川流域の土砂災害警戒区域の下流

域で重複しており，被災領域の下流部は特に土砂災

害の危険度が高いことがわかる．逢初川流域は明確

な谷地形であるため，土砂災害警戒区域も逢初川に

沿って細長い平面形状となっている．また，土砂災

害警戒区域は海岸まで続いている．これは，海岸ま

で地盤勾配が急であることを示しており，泥流が海

岸域まで到達する可能性があることを示している．

濃い黄色で示された領域の上流端にわずかであるが

赤で示された土砂災害特別警戒区域がある．  

 

3. 泥流の流動特性と土砂災害対策 

 

図-3 に現地の住民や消防団などによって泥流が確

認された場所と時間を示す．宅地に最初に流れ込ん

だ泥流が確認されたのは，図-3 に「A」として示し

ている場所において 7 月 3 日午前 10 時 27 分少し前

である．図-3 に「B」として示している場所で 10

時 55 分に撮影された泥流の動画をキャプチャーし

たものを図-4（a）に示す．図-4（a）の中央に示す

えんじ色のビルの奥側（南側）を黒色の泥流が流れ

ている．動画から得られた泥流の流速は約 8m/s で

あった．2013 年に伊豆大島で発生した泥流の数値

シミュレーションで得られた泥流の流速は平均

14m/s で場所によっては 20m/s を超えており，「B 」

0                     250               500 (m)

N

静岡県

図-2 逢初川流域周辺の土砂災害警戒区域 

A

10:27

B

10:55

C

11:15

D

12:10

逢初橋

背景：GSI

東海道新幹線

図-3 泥流の通過時間と場所 
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地点で観測された泥流の流速は，泥流としては比較

的遅い．これは，上流で多くの家屋を破壊しながら

流れてきたためと考えられる．なお，図-4（a）に

示す泥流は，宅地に最初に泥流が流れ込んだ時刻か 

既に堆積していた泥流

後から流れてきた泥流

上流から流れてきた泥流

逢初橋から逢初川に流れる泥流

（a）B 地点, 10:55 am 

（b）C 地点, 11:15 am 

（c）D 地点, 12:10 am 

図-4 住民によって撮影された泥流 

泥流第三波

泥流第二波

家屋などの建物

泥流第一波

(a)           (b) (c)                       

(d) (e)                                                                            （f）

図-5  建物が泥流の下流への伝播に与える影響 
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ら約 30 分経過しており，図-3 の「A」で確認され

た泥流とは異なる．図-3 に「C」として示している

場所で 11 時 15 分に撮影された泥流の動画をキャプ

チャーしたものを図-4（b）に示す．図-4（b）に示

図-6  泥流流動範囲と建物の破壊，宅地内の地形との関係 

135
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165

100 120 140 160 180 200 220 240 260 280 300

①

②

③

丸越酒店

①

②

③

丸越酒店

（a）被災前（Google Earth）

（b）被災後（アジア航測撮影）

解析領域南境界からの距離（m）

建物①

泥流流動範囲

（c）泥流流動域に残存した建物と（b）で示した青線に沿った地盤高

高
度
（

m
）
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す泥流は，図-4（a）に示す泥流が確認されてから

約 20 分経過しており，両泥流は異なるものである．

図-4（b）の泥流の下流部は 11 時 15 分よりも前に

既に流れてきていた泥流でちょうど図-4（b）に示

す地点で停止していた．一方，図-4（b）の泥流の

上流部は撮影時に流れてきた泥流である．つまり，

図-4（b）は停止していた泥流の上を別の泥流が覆

い被さるように流れてきている状況を示している．

図-3 に「D」として示している場所で 12 時 10 分に

撮影された泥流の動画をキャプチャーしたものを図

-4（c）に示す．泥流は家屋を破壊するとともに，

逢初橋の高欄を乗り越えて逢初川に流れ込んでいる． 

以上のように，泥流は大きなものが1回発生して

海岸まで流れたのではなく，比較的小規模なものが

間欠的に複数回発生したと考えられる．また，泥流

は図-5に示すように，家屋などの建物に衝突する過

程で減速しながら停止し，次の泥流が先に流れて停

止した泥流上を流れ，停止した泥流を取り込んで規

模を拡大させながらさらに下流に流れて家屋などの

建物に衝突する過程で減速して停止するプロセスを

繰り返しながら海岸まで到達したと考えられる．ま

た，図-3に「C」や「D」として示している場所に

泥流が到達したのは，宅地に最初に流れ込んだ泥流

が確認されてから約50分後と約100分後である．こ

れらの場所においても人的な被害が発生している．

これより，リードタイムが十分に確保できたとして

も人的被害をゼロにすることは難しいことがわかる．

避難せずに自宅に留まった理由は様々あると考えら

れるが，下流域の男性住民によると，上流域で発生

している状況がイメージできていればより速やかに

避難していたとのことである．つまり，上流域で土

石流や泥流が発生したという状況を言葉のみで聞い

ても現在の自分が被災リスクが高い状態なのかどう

か実感できないことが自宅に留まっていた理由の一

つと考えられる．そのため，上流域で発生している

現象を住民がより速やかに認識・理解するために，

土砂災害警戒区域が設定されている渓流では上流に

複数のカメラを設置し，下流域の住民がスマートフ

ォンやテレビなどで上流の様子を視覚的に確認でき

るようなシステムの導入が有効と考えられる． 

図-6 に泥流流動範囲と建物の破壊，宅地内の地形

との関係を示す．図-6（c）に示すように，対象地

点は明確な谷地形を形成しており，渓流横断方向の

地盤高の変化が大きい．その結果，泥流の流動幅は

50m～80m と地盤の低い範囲に限定されている．こ

れは，渓流・河川の流れ方向に対して直角方向（横

断方向）に数十メートル移動すれば泥流が流れてこ

ない地盤の高い場所に避難できることを示している．

これらのことから，谷地形が発達している土砂災害

危険地域については，渓流・河川横断方向に容易に

移動できる道路を整備するとともに，渓流の流れに

対して直角方向に数十メートル移動するだけで避難

できることを住民が認識することにより，泥流によ

る人的被害を大きく減少できる可能があると考えら

れる．また，図-6（a）と（b）を比較すると，多く

の家屋や樹木が泥流によって流出しているが，①～

③の番号を付けた建物は，泥流流動域内にあるにも

かかわらず残存していることが分かる．図-7 に建物

①～③の被災直後の様子を示す．これらの建物は鉄

筋コンクリート構造の建物であることがわかる．流

動痕跡や泥流を撮影した動画などから，対象地点の

泥流は深さ約 3m，速度約 8m/s で流れていたようで

ある．しかし，対象地点を流れた泥流は，木造家屋

は破壊する流体力を有していたが，鉄筋コンクリー

ト構造の建物を破壊するほど大きな流体力ではなか

ったことがわかる．土石流・泥流によって木造家屋

のみが破壊され，鉄筋コンクリート構造の建物は残

存する現象は，2014 年の広島市安佐南区八木三丁

①

②③

泥流による土砂が付着していない

図-7  泥流流動域に残存した建物 

- 87 -



目の土石流など，多くの土石流・泥流被災地で確認

されている（Takebayashi & Fujita, 2020）． 

また，図-7 の建物①をよく見ると，下流側の壁面

が白く，泥流による土砂がほとんど付着していない

ことがわかる．また，建物の一階は泥流が通過して

いるが，二階は下流側の窓ガラスは割れておらず，

二階に流れ込んだ泥流は少量であったことが分かる．

つまり，鉄筋コンクリート構造の建物の上階の下流

側への避難は，生存率を高めることがわかる． 

 

4. おわりに 

 

2021 年 7 月 3 日に複数回の泥流が発生した熱海

市伊豆山逢初川流域の泥流の流動特性について調査

研究を実施するとともに，土砂災害危険度の高い谷

地形の宅地における泥流からの避難方法について検

討した．得られた成果をまとめると以下のようであ

る． 

（1）対象流域は明確な谷地形が形成されており，

泥流は横断的にはあまり広がらず，幅 80m 以下の

範囲で流れている．これは，渓流・河川の流れ方向

に対して直角方向（横断方向）に数十メートル移動

するだけで避難できることを示している．これらの

ことから，谷地形が発達している土砂災害危険地域

については，渓流・河川横断方向に容易に移動でき

る道路を整備するとともに，渓流の流れに対して直

角方向に数十メートル移動するだけで避難できるこ

とを住民が認識することにより，泥流による人的被

害を大きく減少できる可能があると考えられる． 

（2）下流の新幹線や JR 周辺で泥流による人的被害

が発生したのは，上流域で最初に泥流が確認されて

から約 50 分後と約 100 分後である．これは，下流

域の住民が上流域で発生している現象を正確にイメ

ージできておらず，被災リスクが高い状況であるこ

とを理解していなかった可能性がある．そのため，

上流域の様子をスマホやテレビなどを使って自宅な

どで確認できるカメラの設置など，容易に上流域で

発生している現象をイメージできるシステムが必要

と思われる． 

（3）泥流流動域内では，多くの木造家屋は流出

していたが，鉄筋コンクリート構造の建物は破壊さ

れていなかった．また，ある鉄筋コンクリート構造

の建物の一階は泥流が通過していたが，二階に流れ

込んだ泥流は少量であった．これは，鉄筋コンクリ

ート構造の建物の上階の下流側への避難は，生存率

を高めることを示している． 
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要 旨 

南海トラフ巨大地震に代表される時間経過とともに発生リスクが増加する漸増型災害

リスクに対して、災害軽減レベルを各時期で設定し、時期に応じた対策を行うことが理想

的であるが、自治体、企業、住民といった地域防災のステークホルダーにおいてその計画・

対策論は確立されていない。本研究では南海トラフ巨大地震の影響を受ける近畿圏におい

て、自治体、企業、住民を対象に調査やワークショップを実施した。その結果、自治体、

企業、住民いずれも長期間での対策実施には至っておらず、短中期的な対策促進と時系列

評価を加味したリスクマネジメントの必要性が明らかになった。 

 

 

1. はじめに 

 

1.1 背景と目的 

南海トラフ巨大地震のような海溝型地震の特徴は，

時間の経過とともに発生リスクが増加する「漸増性」

にある。リスクが増えていく以上，被害軽減レベル

を各時期で設定し直し，時期に応じた対策実行を行

うことが理想的な防災計画であるが，地域防災のス

テークホルダーである行政機関，企業，住民におい

てその計画・対策論が確立されていない。「南海ト

ラフ地震が30年以内に80％の確率で発生する」とい

った発生確率の評価をどのように解釈し，計画・対

策に生かしているかも明らかになっていない。これ

らの現状を踏まえ，本研究では近畿圏を中心に漸増

型災害リスクに対応した地域防災体制の課題を明ら

かにするため，自治体，企業，住民の3者のステーク

ホルダーを対象に調査やワークショップを実施した。

発生が確実視されるものの，具体的な防災計画・対

策論が不十分な南海トラフ地震対策において，ステ

ークホルダーごとに課題を明らかにし，中長期的な

対策を促進に資する知見を得ることを目的とした。 

 

 

1.2 研究方法 

研究期間は2020年度と2021年度の2年間であった。

2020年度は地域防災のステークホルダーである自治

体，企業，個人に対して調査を実施し，南海トラフ

を見据えた防災対策の現状と課題を明らかにした。 

2021年度は調査結果のさらなる分析を進めるととも

に，ステークホルダーが参画するワークショップを

開催し，漸増型巨大災害リスクに関する課題の共有

とモデル的な地域防災体制を提案した。 

 

1.3 研究体制 

幅広い分野の研究者を擁する自然災害研究協議会

近畿地区部会の幹事を中心に表1に示す研究体制を

構築し，研究を進めた。 

 

2.  自治体の漸増型災害リスクへの取組 

 

2.1 背景と目的 

2013年に改正された「南海トラフ地震に係る地震

防災対策の推進に関する特別措置法（以後南海トラ

フ法）」（2013年）による地震防災体系では，地震

防災対策推進地域の自治体はそれぞれ計画策定をす 

 

- 89 -



 

表1 研究体制（2022年3月時点） 

氏 名 所属・職名 

生田 英輔 

(研究代表者) 

大阪市立大学大学院生活科学研究

科・准教授 

越山 健治 関西大学社会安全学部・教授 

寅屋敷 哲也 
ひょうご震災記念 21 世紀研究機構 

人と防災未来センター・主任研究員 

紅谷 昇平 
兵庫県立大学大学院減災復興政策研

究科・准教授 

西野 智研 京都大学防災研究所・准教授 

牧 紀男 京都大学防災研究所・教授 

荒木 進歩 大阪大学大学院工学研究科・准教授 

橘 伸也 
神戸大学都市安全研究センター・准教

授 

辻岡 綾 
同志社大学インクルーシブ防災研究

センター・特定任用研究員 

照本 清峰 関西学院大学建築学部・教授 

藤本 将光 立命館大学理工学部・准教授 

 

ることになっている。この発端は2002年制定の「東

南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する

特別措置法（以後東南海・南海法）」であり，大綱

の決定（2003），基本計画の作成（2004），地震防

災戦略の策定（2005）がなされた。その後，2011年

東日本大震災の教訓を踏まえ，現行特別措置法のも

と，各都道府県・市町村で推進計画が作成されてい

る。この改正により従来の「東南海・南海地震」「東

海地震」を対象とした推進基本計画，地震防災戦略

は廃止されている。 

この南海トラフ法の推進計画において具体的目標

が掲げられている。目標年限は10年間（2014-2023）

であり，概ね人的被害を8割減，物的被害を5割減と

示している。各自治体の推進計画もこの具体的目標

を念頭に計画策定がなされている。  

一方で，内閣官房が中心となり国土強靱化基本法

（2012）が制定され，この中に「人命の保護が最大

限図られる」等，社会資本対策に関係する防災対策

が書き込まれており，自治体における国土強靱化計

画に一部の防災対策および地震防災戦略が内包され

るようになった。さらに各自治体では，これらと整

合させる形で，または別の形で，地震防災戦略やア

クションプランと呼ばれる計画を策定し，地域の地

震ハザードリスクに応じた対策を推進している。そ

の結果，南海トラフ地震防災対策推進地域ではさま

ざまな防災戦略やアクションプランが混在している

状況である。 

南海トラフ地震に焦点をあてた計画は，対象とな

るハザードはプレート境界型巨大地震である。プレ

ート境界型巨大地震が持つハザード特性の一つとし

て，時間が経過するにつれて地震発生確率は高まっ

ていくことがある。そのためこの地震対策に対する

戦略計画・アクションプランは，ハザード確率の上

昇とともに段階的な計画の推進が必要となる。これ

らの実態について計画上どのように扱われているか，

またこのようなリスクの漸増性を地域計画に展開す

る方法について試行することを調査の目的とする。

具体的には，①関西・四国の自治体における地震防

災計画の策定実態の調査，②市町村における将来リ

スクを考慮した計画策定の試行，を実施した。 

 

2.2 調査概要 

本研究では，関西及び四国の11府県322市町村を対

象とした質問紙調査を2021年2月に実施した。質問項

目は，地域防災計画，南海トラフ地震防災対策推進

計画，地震防災アクションプラン・戦略計画の３計

画について，計画の有無・HP公表の有無・計画作成

方法等である。回答自治体数は，府県で11自治体

（100％），市町村で298自治体（92.5%）となってい

る（表2-1）。本調査の実施にあたり，情報収集につ

いては(株)サーベイリサーチセンターに委託してい

る。 

また府県レベルの地震防災アクションプラン・戦

略計画について，2021年と2011年の策定資料をWEB

検索およびヒアリングにより収集し，分析を行った。 

 

2.3 調査結果 

災害対策基本法に定められている地域防災計画に

ついては，対象とした全自治体で「有り」との回答

を得た。そのうちHPにおける公開状況は，府県で

100％であるが，市町村では86.6％であり全面公開と

はなっていない。 

南海トラフ地震防災対策推進計画の作成状況では，

府県レベルでは作成されているものの，すべての市

町村における作成には至っていないことがわかった。

なお計画の記述方法は，「地域防災計画への追加」

が都道府県で全て，市町村で66.4%を占めている。こ

れは，南海トラフ特措法第5条2項の規定で「基本計

画を基本として地域防災計画の中に作成するもの」

と位置づけていることが理由と考えられる。 

地震防災アクションプラン・戦略計画の作成状況

等を調査した結果，府県では存在しているものの，

市町村における作成状況は低い値となっている。「有

り」の36市町村のうち，和歌山県内市町村が23市町

村であることから和歌山県において計画作成が推進
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されていることがわかった。また内容をみると，必

ずしも南海トラフ巨大地震だけを対象としているわ

けではなく，各地域の直下型地震等も踏まえた具体

的減災目標を設定しているものもある。またこれら

アクションプラン・戦略計画は，取組計画を「10年」

と設定して目標値を設定し，各部局の事業計画に落

とし込み，評価検証するしくみで動いているところ

が多く見られた。さらに市町村計画は，府県の目標

値・事業計画を踏まえて計画策定を行っていること

から，市町村の計画率については府県の指導力が強

く働いていることが考察できる。 

関西・四国の府県における地震防災アクションプ

ラン・戦略計画を収集し，2011年時点および2021年

時点の資料を確認できたものについて内容変化を分

析した（表2）。 

計画年限および内容から，2011年時点では東南

海・南海法に基づく計画が中心になっており，

2014-2015年を目標年限としていること，概ね10年程

度の戦略計画を作成していることが見てとれる。

2021年時点の計画は，南海トラフ法に基づくものと

なり新たに10年計画を立てているもの，継続的に計

画更新を行っているもの，新たな計画策定を行わず

進捗管理を推進しているもの等，さまざまな形が現

れている。特別措置法という垂直型に体系化される

計画でありながら，基本的に現場レベルの防災対策

は自治体が中心となって計画・実行する実態があり，

現場レベルの計画を精査することが難しいといえる。 

また，先に記したように国の南海トラフ法の推進

計画では2023年を目標に人的被害8割減，物的被害5

割減を掲げている。これらを府県のアクションプラ

ン・戦略計画でどのように位置づけているかを見る

と，物的被害について数値目標の設定をしている自

治体は大阪府のみであった。また人的被害について

も5府県のみ計画で明記している，人的被害の目標設

定は，「限りなくゼロ」から「47％減少」まで差が

ある。ただしさらに具体的な施策の目標設定および

現状数値を見る限り，2023年に目標を達成すること

は困難であることが見てとれる。国自体のフォロー

アップ調査結果（2019年）を見ても，全国の集計結

果として2018年時点で人的被害が27％減，物的被害

が13％減と達成目標にほど遠い結果となっており計

画の実効性が問われるものとなっている。 

これらの計画は南海トラフ法への改正や国土強靱

化法の制定により計画の性質が変化しており，計画

比較による対策の進展状況を分析することが難しい

内容となっているが，さらに自治体の計画自体の扱

いに差異が生じており，そのことが自治体内での進

捗管理および計画策定の困難性の原因となっている

ことが考察される。また，南海トラフ地震の発生確

率が上昇していることを踏まえた計画策定の数値目

標の変化，対策項目の変化については捉えることが

できず，リスクの漸増性を踏まえた戦略計画の展開

とはなっていない。 

 

表2 府県の地震防災アクションプラン・戦略計画 

2011年時点 計画名 計画年度 人的被害 物的被害

三重県 第二次三重地震対策アクションプログラム 2007-2014（10） 半減 半減

滋賀県 滋賀県地震防災プログラム 2004-2013（10） － －

京都府 京都府戦略的地震防災対策指針 2009-2018（10） － －

大阪府 大阪府地震防災アクションプラン 2008-2017（10） 半減 半減

兵庫県 ＜入手できず＞ － －

奈良県 奈良県地震防災対策アクションプログラム 2006-2015（10） 半減 －

和歌山県 和歌山県地震防災対策アクションプログラム 2007-2015（9） 半減 －

香川県 香川県地震防災対策目標 2007-2015（9） ゼロに近づける－

徳島県 徳島県地震防災対策行動計画 2006-2015（10） ゼロ －

愛媛県 ＜入手できず＞ － －

高知県 高知県南海地震対策行動計画 2009-2014（6） － －

2021年時点 計画名 計画年度 人的被害 物的被害

三重県 三重県防災・減災対策行動計画 2018-2022（5） － －

滋賀県 滋賀県地震防災プラン 2021-2023（3） － －

京都府 第三次京都府戦略的地震防災対策指針 2020-2029（10） 概ね４分の１ －

大阪府 新・大阪府地震防災アクションプログラム 2015-2024（10） 限りなくゼロ 50％減少

兵庫県 兵庫県南海トラフ地震・津波対策アクションプログラム 2014-2023（10） － －

奈良県 ＜奈良県国土強靱化アクションプランへ＞ － －

和歌山県 （和歌山県地震防災対策アクションプログラム　総点検） 2015- － －

香川県 香川県南海トラフ地震・津波対策行動計画 2021-2023（3） ゼロに近づける－

徳島県 とくしま－0作戦　地震対策行動計画 2011-2022（12） ゼロを目指す －

愛媛県 えひめ震災対策アクションプラン 2015-2024（10） 80％減少 －

高知県 高知県第4期南海トラフ地震対策行動計画 2019-2021（3） 47％減少 －  

 

2.4 市町村における将来リスクを考慮した計

画策定の試行 

2.4.1 将来被害想定 

時間の経過とともにリスクが増加する「漸増性」

という特徴を持つ，海溝型地震の災害リスクに対応

した地域防災体制の構築を目的として，地震及び津

波の漸増型災害リスクに対応した地域防災体制の課

題を，ハード・ソフト面の対策及び住民の行動・意

識の面から明らかにし，中長期的な視野を持つ戦略

的な地域防災体制の構築を試行する。本活動では，

市町村を対象として（A町とする），具体的な地域計

画（防災アクションプランや事前復興等）の骨格，

社会情勢の変化（人口・世帯状況）と被害推定，さ

らに計画の進展シナリオをもとに，直前期・発災期

に考え得る計画案について，行政職員の現状認識お

よび意見を収集・分析し，戦略目標の設定と戦略に

応じた実行計画骨子の作成手順を試行した。 

A町について，将来被害想定の算出にあたり，将

来人口予測結果を使用した。国土数値情報として公

開している将来推計人口データは500mメッシュの

粗いデータであるため，本業務では国土技術政策総

合研究所が公開している「将来人口・世帯予測ツー

ルV2（H27国勢調査対応版）」（参考：

https://www.geospatial.jp/ckan/dataset/cohort-v2）を用

いた。また本ツールを用いることで将来人口・世帯

数を100mの細分メッシュに配分することができる。

なお，将来被害想定の算出に使用するデータは250m

メッシュであるため，将来人口予測結果についても

同メッシュにしてGISで可視化した。 

さらに将来人口予測結果の推移に基づき，被害想
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定結果に対して按分した結果を将来被害想定とした。

被害想定は，全壊建物棟数のみを対象とした。計算

結果をGISで整理し将来被害想定図を250mメッシュ

で可視化した。 

その結果A町では，被害量が半減すること（図1），

被害発生領域が小さくなること（図2～5）が示され

た。中長期の地域計画を踏まえた対策を考える上で

有用な情報である。 

 

  

図1 A町の将来被害推移 

 

 

図2 2014年の被害想定（2,331棟） 

 

 

図3 2020年の将来被害想定（1,994棟） 

 

 

図4 2030年の将来被害想定（1,529棟） 

 

 

図5 2040年の将来被害想定（1,126棟） 

 

2.4.2 ワークショップによる計画の策定 

 A町において以下の概要でワークショップを実施

した。 

・開催日時：2021年12月23日（木）13:30～16:30 

・開催場所：A町役場 庁舎3階 大会議室 

・参 加 者：町職員9人、研究者3人（ファシリテー

ター1人，グループワーク指導2人）、WS補助スタッ

フ3人（テーブルファシリテーター2人，記録係1人） 

ワークショップは説明，グループワーク，発表共

有の順で行った。まずファシリテーターが，2.3.2で

分析した将来被害変化を用いて問題意識・目標につ

いて説明を行った。本ワークショップで共有してお

きたい目標として「A町の地震・津波被害を最小限に

すること」を提示した上で，4つの詳細目標を参加者

全員で共有した。 

・できることなら人的被害を0に近づける 

・できることなら財産被害を0に近づける 

・できることならまちの機能を維持する 

・できることなら早く復旧して日常を取り戻す 

次に，「シナリオプランニングの検討」と「シナ

リオごとの計画の検討」をグループワークで実施し

た。シナリオプランニングでは由良町にとってのS

（強み，良いところ），W（弱み，悪いところ），O

（チャンス，追い風），T（脅威，向かい風）のそれ

ぞれについて付箋に書き込み可視化した上で，KJ法
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を用いたグルーピングを行った。 

その後，SWOTの付箋のグルーピングのタイトル

を書いた付箋を別途集めて，3～4つの将来シナリオ

を考える。シナリオは表2-6のように外部環境として

の追い風・向い風と内部環境としての良い点・不利

な点のマトリックスで検討する。 

これらの結果をもとに，基本計画と戦略について

グループ内で議論した。 

ワークショップにより地震発生の可能性が近づく

（リスクの漸増性）ことが，SWOT分析に直接影響

を及ぼすことはなかったが，その後の戦略計画の策

定過程で議論した中で影響を及ぼした。それらを踏

まえて以下の点で考慮されたことを成果として記す。 

(ア)自ら考案したシナリオに基づいた戦略作成手

順を踏まえて計画を作成すると，次回見直す際に発

生が間近に迫っているという感覚でシナリオを書き

換えることができ，それが計画の具体的な変化につ

ながる。 

(イ)戦略を考える際にどの程度時間がかかるかを

考慮すると，早くできることと時間がかかることの

優先順位が必要になることを認識できる。 

(ウ)「防災対策」が残された時間や，リスク認知に

よって変化することを意識して計画作成を行うこと

の必要性を感じることができる。 

 

3. 企業の漸増型災害リスクへの取組 

 

連携型事業継続力強化計画を策定した中小企業へ

の質問紙調査を実施した。 

3.1 調査方法 

中小企業に対しては，2019年に中小企業強靱化法

が制定され，中小企業における防災・減災の取組を

事業継続力強化計画として国が認定を開始した。そ

こで，複数の事業者が連携して取り組む連携型の事

業継続力強化計画を策定した企業へ，事業継続や防

災対策における状況やリスクへの考え方等について

郵送によるアンケート調査を実施した。 

なお，中小企業は，大企業と比べて防災対策が進

んでいないとされるが，今回の調査対象は，既に災

害対応や事業継続への対策に取り組んでいる企業で

ある。本アンケート調査は，そのような積極的に防

災対策に取り組む企業の特徴や考え方を明らかにす

ることを目的としており，中小企業全体の母集団を

代表したサンプリングではないことには留意する必

要がある。 

 

 

 

 

3.2 結果 

3.2.1 事業継続や防災対策で重視している点 

事業継続や防災対策にあたって重視していること

は，「社員の安全性」が84％と最も多く，次いで「経

済的損失の軽減」（50％），「社会的責任」（40％），

「地域の安全性」（37％）などと続いている。中小

企業でも，自社のことだけでなく，社会的責任や地

域の安全性を考慮し，防災対策を行っていることが

分かる。 

3.2.2. 事業継続や防災対策での課題 

事業継続や防災対策での課題としては，「ノウハ

ウ」（45％），「社員の防災意識の不足」（42％），

「費用」（39％）といった，これまでの類似のアン

ケート調査で挙げられている内容が上位を占めてい

る。さらに，これらに次いで，「サプライチェーン

の企業等との連携」や「同業種の企業等との連携」

など企業どうしの連携や「リスクの情報不足」が挙

げられている。 

3.2.3 想定しているリスク 

連携型事業継続力強化計画で想定しているリスク

としては，「洪水・浸水害」が64％で最も多く，こ

れに「内陸直下型地震」，「感染症の流行」，「南

海トラフ地震」と続いている（図6）。なお，対象は

全国の中小企業であり，近畿圏の上場企業を対象と

した3.2の調査とは，対象地域が異なることには留意

が必要である。また「ライフライン（電力・水道）

の途絶」や「通信（インターネット・電話）の途絶」，

「部品・材料の不足・仕入停止」のように，ライフ

ラインやサプライチェーンがストップするリスクを

想定している中小企業も，一定数存在している。 
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24%

22%
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洪水・浸水害

内陸直下型地震

感染症の流行

南海トラフ地震

ライフライン（電力・水道）の途絶

道路・交通・物流網の途絶

事故・火災

通信（インターネット・電話）の途絶

土砂災害

雪害

海溝型地震（南海トラフを除く）

部品・材料の不足・仕入停止

風害

取引先企業の倒産・事業中断

高潮災害

火山災害

サイバー攻撃

地球温暖化等の気候変動

大気・土壌・海洋汚染等の環境リスク

テロ・紛争・ミサイル攻撃

個別のリスクを特定していない

 

図6  連携型事業継続力強化計画で想定しているリ

スク（複数回答）（全社，n=109） 
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3.2.4 災害や危機の想定で考慮する条件 

事業継続・防災対策のため，災害や危機を想定す

る際に，どのような条件を考慮するか，「非常に考

慮する」，「やや考慮する」，「あまり考慮しない」，

「全く考慮しない」，「分からない」の5つの選択肢

で質問し，そのうち「非常に考慮する」，「やや考

慮する」を選択した比率を，図7に示す。 

これをみると，「今後，数年で発生する可能性」，

「発生した場合の被害の大きさ」，「近年の災害・

危機の発生状況」では，「非常に考慮する」の割合

が50％を超えている。また，今後の発生確率が低く

なるにしたがって，「非常に考慮する」の割合も減

っており，「今後，数百年で発生する可能性」につ

いては，「非常に考慮する」が約1割，「やや考慮す

る」を含めても約3割にとどまっている。中小企業が

災害や危機を想定する際，発生確率や発生時の被害

の大きさが影響しており，正しくリスク情報を提供

することが重要だと考えられる。 
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国や業界団体のガイドライン
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(%)
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図7 災害や危機の想定で考慮する条件（単一回答）

（全社，n=109） 

 

3.3 企業調査まとめ 

連携型事業継続力強化計画に取り組む中小企業へ

の調査では，防災対策で災害や危機を想定する際に

は，発生頻度の違いを考慮する傾向があり，今後数

年～数十年で発生する災害に体しては約90％が考慮

すると回答したのに対して，今後数百年に一度程度

の災害を考慮する回答したのは約30％にとどまった。

また，発生頻度に加えて，発生した場合の被害の大

きさや近年の災害・危機の発生状況も考慮して，防

災対策に取り組んでいることが明らかになった。 

 

4. 住民の漸増型災害リスクへの取組 

 

4.1 調査目的 

住民が個人レベルで将来発生しうる災害をどのよ

うに意識して、対策を実施しているのかは、個人差

が大きいと考えられる。住民の生活を脅かすリスク

は自然災害だけではなく、多様なハザードの生起確

率や自身の被害確率を把握することが必要である。

とくに南海トラフ地震のような漸増型災害リスクを

住民がどのように認知しているかは、自治体の地域

防災に大きく影響を与えると考えられる。また，災

害対策行動も現時点での実施の有無だけではなく、

将来の実施予定とその時期，将来わたって実施する

意向予定のない行動（必要でないとみなされる行動）

もあり、本研究で把握することにした。本研究では

南海トラフ地震の被災が想定される大阪府および和

歌山県の沿岸地域の住民に対して，南海トラフ地震

の発生確率が発表されている30年間を時系列で想定

した調査を実施し，リスク漸増型災害に対する個人

の意識と対策の関係を明らかにすることを目的とす

る。 

 

4.2 調査方法 

南海トラフ地震の被災が想定される地域に居住す

る個人の南海トラフ地震や他の災害への意識，対策

の実施状況を把握するために，2020年12月16～17日

にアンケート調査を実施した。調査方法はWEB調査

として，株式会社クロス・マーケティングに委託し

た。対象地域は南海トラフ地震の津波被害が想定さ

れる大阪府の沿岸地域（17区市町）および和歌山県

の沿岸地域（18市町）の住民である。目標回答件数

は1,000件であり，当該地域の人口比にしたがって，

和歌山県が333件（33.3％），大阪府が667件（66.7％）

に設定した。 

 

4.3 調査内容 

調査内容は個人属性，災害への不安や経験，災害

対策（14種），災害の生起想定（南海トラフ地震，

内陸直下型地震，特別警報級台風の3種），災害によ

り被害を受ける想定（南海トラフ地震，内陸直下型

地震，特別警報級台風，交通事故の4種），南海トラ

フ地震発生時の津波の想定や避難判断，分散避難へ

の意識で，計99問である。これらの質問のうち，時

間を含む質問は，災害対策，災害生起想定，災害被

害想定である。具体的な質問における時間表現は，

災害対策では「すでに実施している」「今後30分以

内に実施する」「今後1ヶ月以内に実施する」「今後

6ヶ月以内に実施する」「今後1年以内に実施する」

「今後3年以内に実施する」「今後5年以内に実施す

る」「今後10年以内に実施する」「今後20年以内に

実施する」「今後30年以内に実施する」「実施する

予定はない」の9区分で，それぞれ0～100％を10％刻

みで選択してもらった。災害生起想定，災害被害想

定では「今すぐ～今後30分以内」「今後31分～1ヶ月

以内」「今後2～6ヶ月以内」「今後7ヶ月～1年以内」
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「今後2～3年以内」「今後4～5年以内」「今後6～10

年以内」「今後11～20年以内」「今後21～30年以内」

の9区分でそれぞれ0～100％を10％間隔で選択して

もらった。 

 

4.4 調査結果 

4.4.1 不安に感じる災害・被災経験 

自宅で不安に感じる災害の回答結果を表2に示す。

最も高い比率となったのは「台風の暴風」であった。

2018年台風21号の被害を受けた地域が含まれ，暴風

被害の記憶が影響している可能性が高い。次に内陸

直下型地震も高い比率であり，2018年大阪北部地震

や阪神・淡路大震災の影響が考えられる。大阪市周

辺では上町断層帯地震が広く知られているものの，

一般的に示されるハザードマップでは本調査の対象

である沿岸地域を通る断層は少ないが，回答者の不

安は大きいことがわかった。一方，大阪湾の地域で

は，室戸台風・第2室戸台風による高潮被害が歴史的

には知られているが，回答者で高潮を不安と考える

人は5％であった。先述した台風21号でも顕著な潮位

上昇があったが，防潮設備により市街地への浸水は

少なく，高潮の被害はイメージしにくい現状である

ことがわかった。 

また，自然災害の経験では，「被災経験なし」が

最も多く57.8％であった。 

 

4.4.2 災害生起想定確率 

南海トラフ地震，内陸直下型地震，特別警報級の

台風の想定生起確率の平均推移を図8～10に示す。想

定時間は「今すぐ～今後30分以内」から「今後21～

30年以内」の9区分であり，回答者には全ての時間範

囲における生起確率を10％間隔で回答してもらった。

集計にあたっては，0％，100％以外は10％間隔の中

央の値を代表値として計算した。 

南海トラフ地震では「今すぐ」と考える人が1割程

度おり，内陸直下型地震でも同様であった。時間と

ともに確率は漸増していき，1年と2～3年でやや傾き

が変わり，その後30年に向けて増加傾向にあった。

政府発表の「今後30年以内に80％の発生」と単純に

比較することはできないが，個人レベルでは今後21

～30年の期間において南海トラフ地震が発生すると

いう認識の平均は約4割である。 

内陸直下型地震も南海トラフ地震と同じ傾向であ

るが，現在から近い時間での生起確率は南海トラフ

地震より高い傾向にあった。 

特別警報級台風では6ヶ月と7カ月～1年の間で確

率が急増しており，これは調査時期と台風シーズン

との期間を反映していると考えられる。 

 

表2 自宅で不安に感じる災害（複数回答） 

  人数 比率（％） 

台風の暴風 586 58.6 

台風の豪雨 376 37.6 

高潮 50 5.0 

台風以外の豪雨 214 21.4 

内陸直下型地震（断層を原因とする

もの） 
573 57.3 

海溝型地震（プレート境界地震） 474 47.4 

津波 242 24.2 

河川氾濫 231 23.1 

土砂災害 105 10.5 

火災 385 38.5 

液状化 95 9.5 

不安に感じる災害はない 92 9.2 

その他 38 3.8 

 

 

図8 南海トラフ地震想定生起確率の推移 

図9 内陸直下型地震の生起確率の推移 

 

 

図10 特別警報級台風生起確率の推移 
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4.4.3 災害対策と時期 

災害対策と実施予定の時期の関係を尋ねた。図11

に結果を示す。「すでに実施している」が最も多い

のは「一時避難場所等・避難ビルの位置の確認」で

502人（50.2％），次いで「一時避難場所等・避難ビ

ルまでの経路の確認」で475人（47.5％）であった。

一方で「実施する予定はない」が最も多いのは，「災

害リスクの低い地域への引っ越し」で809人（80.9％），

次いで「住宅の耐震改修・建替」で731人（73.1％）

であった。調査対象は浸水想定地域を含んでおり，

避難関係は早めに対策を実施する意向が強いが，防

災訓練や7日分の備蓄はあまり進んでいないことが

わかった。 

 

 

図11 防災対策実施の有無及びその予定 

 

4.5 住民調査まとめ 

住民個人にとって南海トラフ地震は多様な自然災

害ハザードのなかの一つに過ぎず，30年以内発生確

率などの科学的知見に基づきリスクを認知し，対策

行動に繋がっているとは限らないことがわかった．

地震学的には発生確率やメカニズムも異なる内陸直

下型地震も海溝型地震も個人にとっては同じ地震で

あり，そのリスク認知にも大きな差がない．一方，

台風は1年周期で季節性をもって発生するハザード

であると認知されており地震とは明確に異なる発生

確率であった．また，ハザードの生起と，ハザード

によって自身が被害を受けるかの認識には乖離があ

り，一般的なハザードの生起リスク情報の呈示のみ

ならず，自身の被災リスクの認知を促進することが

対策行動につながる可能性が示唆された． 

 

5. まとめ 

 

本研究で実施した調査により明らかとなったステ

ークホルダーごとの漸増型災害リスクに関する知見

は以下の4つである． 

（1） 自治体では南海トラフ地震の発生確率が

上昇していることを踏まえた計画策定の数値目標，

対策項目の変化は捉えることができず，リスクの漸

増性を踏まえた戦略計画の展開とはなっていない 

（2） 上場企業では被災経験が南海トラフ地震

への対策促進に影響するが，一部の戦略・長期計画

を有する企業以外は対策が進捗していない 

（3） 中小企業では，今後数年～数十年で発生す

る災害は考慮されているが，今後数百年に一度程度

の災害を考慮する企業は少なく，頻度より被害程度

を重視している 

（4） 住民では，災害全般の中でリスク漸増型災

害の特徴は意識されておらず，長期的に対策を進め

る傾向にはなく，コストの低い対策が重視されてい

る 

これらの結果を踏まえ漸増型災害リスクに対応し

た地域防災体制を検討する．自治体では，次の10年，

11～20年，21～30年でどのような防災対策を切り替

えながら進めていくかという視点が必要であるが，

現状の地域防災計画の枠組みでは盛り込むことは難

しい。そこで，地域防災計画とは別の地震防災戦略

が立てられたものの実効的な運用にはほとんど至っ

ていない。南海トラフ地震のような巨大災害に対し

て，企業は単体では動きにくく業界団体や自治体の

動向を見ており，企業のニーズに合った情報提供が

今後重要となる。一方で，企業ではBCP（事業継続

計画）の策定は拡大しているが，BCPに漸増型災害

リスク評価を組み入れいくには，ガイドライン等の

整備が課題である。住民では，長期的な視点での防

災対策以前に，短期的な防災対策の促進が課題であ

ると同時に，漸増型災害リスクを含む災害そのもの

のメカニズムの理解とリスク認知の促進が課題であ

る。 

自治体，企業，住民という地域防災のステークホ

ルダーそれぞれが漸増型災害リスクに対する課題を

抱えている中，今後必要とされるのは，それぞれの

立場でのリスクマネジメントにおいて，リスクの相

- 96 -



対評価に時系列評価を加えることである。すなわち，

被害の大きさと発生時期に応じたリスクマネジメン

トのモデルが必要とされている。具体的には，発生

確率が高くない時点まではリスク保有や移転で対応

し，発生確率が上昇する時点からはリスク回避で対

応するといった段階的な戦略である。このような戦

略が，自治体における地域防災計画や地震防災戦略，

企業におけるBCP，住民における地区防災計画や防

災マニュアルの基盤となることで，それぞれのステ

ークホルダーが南海トラフ地震発生までの期間に何

をすべきかが理解し連携することで，漸増型災害リ

スクに対応した地域防災体制が構築できる。 

本研究では，具体的な漸増型災害リスクに対応し

た戦略モデルの呈示と検証には至っておらず，今後

の課題とする。  
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